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(57)【要約】
　この有機発光素子の製造方法では、先ず、基板１０１
の上方に、反射陽極１０５および正孔注入層１０７を形
成する。次に、正孔注入層１０７の上にバンク材料を塗
布し、バンク材料層１０８０を形成し、これをパターニ
ングすることによりバンク準備層１０８１を形成すると
ともに、開口底に残るバンク残渣層１０９０を用いバン
ク樹脂層を形成する。次に、バンク樹脂層に接触するよ
うに正孔輸送層を形成し、その上に発光層、電子輸送層
、および透明陰極を順に積層形成する。そして、このよ
うに形成された素子構造体に対して通電処理し、正孔注
入層１０７からの正孔注入性を低下させる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板の上方に、正孔注入性を有する第１層を形成する第１工程と、
　前記第１層の上方に、バンク材料を塗布し、バンク材料層を形成する第２工程と、
　前記バンク材料層をパターニングすることにより、発光部に対応する開口部を規定する
バンクを形成するとともに、前記バンク材料層の一部を前記第１層に付着させて前記第１
層の表面に樹脂膜を形成する第３工程と、
　有機材料を含むインクを前記開口部に対して塗布し、前記樹脂膜に接触させ、有機発光
層を含む機能層を形成する第４工程と、
　前記機能層の上方に、電子注入性を有する第２層を形成する第５工程と、
　前記第１工程から前記第５工程までを実行して形成された素子構造体に対して通電処理
し、前記第１層からの正孔注入性を低下させる第６工程と、
　を有する、
　ことを特徴とする有機発光素子の製造方法。
【請求項２】
　前記第３工程では、前記樹脂膜の厚みが０ｎｍを超え４ｎｍ以下となるように形成する
、
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項３】
　前記第６工程では、前記素子構造体における正孔注入性が、通電処理の実行前における
前記素子構造体の正孔注入性に対し、正孔の移動度が１／１０以下となるように、前記素
子構造体に前記通電処理を行う、
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項４】
　前記第６工程では、前記素子構造体に対し、実際の使用時における輝度以上かつ、その
３倍以下の輝度となるように、０分を超え３０分以内の間の通電時間を以って、通電処理
を行う、
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項５】
　第１工程は、基板の上方に陽極を形成する陽極形成工程と、前記陽極の上方に酸化タン
グステンを用いて正孔注入層を形成する正孔注入層形成工程とを有し、
　前記第１層は、前記陽極と前記正孔注入層とを含み構成される
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項６】
　前記第３工程では、前記バンク材料層を前記パターニングするときに用いられる現像液
による現像処理において、前記第１層の一部を前記現像液により溶解させ、前記第１層の
機能層側の表面の一部が機能層側の表面の他の部分よりも前記第１層側に位置する状態に
凹入させ、
　前記第１層の前記凹入された部分に対し、前記樹脂膜を形成する、
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項７】
　前記正孔注入層形成工程は、アルゴンガスと酸素ガスにより構成されたガスをスパッタ
装置のチャンバー内のガスとして用い、前記ガスの全圧が２．７Ｐａ超７．０Ｐａ以下で
あり、かつ、酸素ガス分圧の全圧に対する比が５０％以上７０％以下であって、さらにタ
ーゲット単位面積当たりの投入電力密度が１Ｗ／ｃｍ2以上２．８Ｗ／ｃｍ2以下となる成
膜条件下で、酸化タングステンを用いた前記正孔注入層の形成を行う、
　請求項５または請求項６記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項８】
　前記第２工程では、感光性樹脂成分とフッ素成分を有するバンク材料を用い、
　前記第３工程は、バンク材料層を部分的に露光し、現像液を用いて現像処理することに
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よりパターニングして開口部を規定するバンクを形成する、
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項９】
　前記第５工程は、前記機能層の上方に電子輸送層を形成する電子輸送層形成工程と、前
記電子注入輸送層の上方に、陰極を形成する陰極形成工程と、前記陰極の上方に、封止層
を形成する封止層形成工程とを有し、
　前記第２層は、前記電子輸送層と前記陰極と前記封止層とを含み構成される
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項１０】
　前記樹脂膜は、前記第１層の表面全体を覆って層状に形成され、
　前記機能層は、前記樹脂膜に接触して形成される
　請求項１記載の有機発光素子の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１から請求項１０のいずれかの製造方法により得られた有機発光素子を有する有
機発光装置。
【請求項１２】
　請求項１から請求項１０のいずれかの製造方法により得られた有機発光素子を有する有
機表示パネル。
【請求項１３】
　請求項１から請求項１０のいずれかの製造方法により得られた有機発光素子を有する有
機表示装置。
【請求項１４】
　素子構造体に対して通電処理されてなる有機発光素子であって、
　素子構造体は、
　正孔注入性を有する第１層と、
　前記第１層に対向して設けられ、電子注入性を有する第２層と、
　前記第１層と前記第２層との間に設けられ、有機材料を含み構成され、発光層を含む機
能層と、
　前記第１層に対向して設けられ、樹脂材料を含むバンク材料層がパターニングされて形
成されている、前記発光層を規定するバンクと、
　前記第１層と前記発光層との間に設けられ、前記バンク材料層に含まれていた樹脂材料
から形成されている樹脂膜と、
　を備える、
　ことを特徴とする有機発光素子。
【請求項１５】
　前記第１層は、陽極と、前記陽極に対して上方に設けられる正孔注入層とを有し、
　前記正孔注入層は、酸化タングステンを含み、かつ、価電子帯で最も低い結合エネルギ
ーよりも１．８ｅＶ～３．６ｅＶ低い結合エネルギー領域内に占有準位を有している、
　請求項１４記載の有機発光素子。
【請求項１６】
　前記正孔注入層は、紫外線光電子分光分析（ＵＳＰ）スペクトルにおいて、価電子帯で
最も低い結合エネルギーより１．８ｅＶ～３．６ｅＶ低い結合エネルギー領域内に、隆起
した形状を有する
　請求項１５記載の有機発光素子。
【請求項１７】
　前記正孔注入層は、Ｘ線光電子分光分析（ＸＰＳ）スペクトルにおいて、価電子帯で最
も低い結合エネルギーより１．８ｅＶ～３．６ｅＶ低い結合エネルギー領域内に、隆起し
た形状を有する
　請求項１６記載の有機発光素子。
【請求項１８】
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　前記第１層は、前記第１層の機能層側の表面の一部が、当該表面の他の部分よりも前記
第１層側に位置する状態に凹入しており、
　前記樹脂膜は、前記第１層の前記凹入された部分に形成されている、
　請求項１４記載の有機発光素子。
【請求項１９】
　前記樹脂膜は、前記第１層の表面全体を覆って層状に形成されており、
　前記機能層は、前記樹脂膜に接触して形成されている
　請求項１４記載の有機発光素子。
【請求項２０】
　請求項１４から請求項１９のいずれかに記載の有機発光素子を有する有機発光装置。
【請求項２１】
　請求項１４から請求項１９のいずれかに記載の有機発光素子を有する有機表示パネル。
【請求項２２】
　請求項１４から請求項１９のいずれかに記載の有機発光素子を有する有機表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機発光素子の製造方法、有機発光素子、発光装置、表示パネル、および表
示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、研究・開発が進んでいる有機発光素子は、固体蛍光性物質の電界発光現象を利用
した発光素子である（例えば、特許文献１を参照）。有機発光素子は、次のように製造さ
れる。
【０００３】
　基板上に対して、層間絶縁膜を介した状態で金属膜である反射陽極を形成する。次に、
反射陽極の端部を囲むように絶縁材料からなるバンクを形成する。そして、バンクにより
規定された開口部に対し、それぞれが有機膜である正孔注入層および発光層を形成する。
ここで、正孔注入層の構成材料としては、従来、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ（ポリチオフェンと
ポリスチレンスルホン酸の混合物）などの導電性ポリマーが用いられている。
【０００４】
　次に、発光層の上に、透明導電膜である陰極を形成することで有機発光素子が形成され
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２０３３３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記従来の有機発光素子では、駆動時間が長期に及んだ場合における発
光効率の低下という問題がある。また、有機発光素子においては、製造コストの低減も要
求されている。
【０００７】
　本発明は、上記問題の解決を図るべくなされたものであって、製造コストの上昇を抑制
しながら、駆動時間の長短にかかわらず高い発光効率を有する有機発光素子の製造方法、
有機発光素子、発光装置、表示パネル、および表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　そこで、本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法は、次の工程を実行することを
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特徴とする。
【０００９】
　（第１工程）　基板の上方に、正孔注入性を有する第１層を形成する。
【００１０】
　（第２工程）　第１層の上方に、バンク材料を塗布し、バンク材料層を形成する。
【００１１】
　（第３工程）　バンク材料層をパターニングすることにより、発光部に対応する開口部
を規定するバンクを形成するとともに、バンク材料層の一部を第１層に付着させて第１層
の表面に樹脂膜を形成する。
【００１２】
　（第４工程）　有機材料を含むインクをバンクで規定された開口部に対して塗布し、樹
脂膜に接触させ、有機発光層を含む機能層を形成する。
【００１３】
　（第５工程）　機能層の上方に、電子注入性を有する第２層を形成する。
【００１４】
　（第６工程）　第１工程から第５工程までを実行して形成された素子構造体に対して通
電処理し、第１層の正孔注入性を低下させる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、第１層の表面に形成された樹脂膜
に対して、有機発光層を含む機能層を接触させ、第６工程での通電処理により初期におけ
る正孔注入性を低下させている。これにより、本発明の一態様に係る製造方法を用い製造
された有機発光素子では、駆動時間が長期にわたった場合にも正孔注入性と電子注入性と
のバランスをとることができる。よって、本発明の一態様に係る製造方法を用い製造され
た有機発光素子では、駆動時間の長短にかかわらず高い発光効率を有する。
【００１６】
　また、本発明の一態様に係る製造方法では、第３工程において、バンク材料層の一部を
用いて樹脂膜を形成するので、樹脂膜を形成するために新たな工程を追加する必要がなく
、製造コストの上昇を抑えることができる。
【００１７】
　従って、本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、製造コストの上昇を抑制
しながら、駆動時間の長短にかかわらず高い発光効率を有する有機発光素子を製造するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る表示装置１の製造過程を示す模式工程図である。
【図２】表示装置１の製造過程の一部を示す模式断面図である。
【図３】表示装置１の製造過程の一部を示す模式断面図である。
【図４】表示装置１の製造過程の一部を示す模式断面図である。
【図５】表示装置１の製造過程の一部を示す模式断面図である。
【図６】表示パネル１０におけるバンク１０８の構成を示す模式平面図である。
【図７】表示装置１の構成を示すブロック図である。
【図８】表示パネル１０における素子構造体の一部構成を示す模式断面図である。
【図９】表示パネル１０の寿命特性を示す特性図である。
【図１０】正孔注入層１０７のＩ－Ｖ特性を示す特性図である。
【図１１】（ａ）は、素子構造体における正孔電流特性を示す特性図であり、（ｂ）は、
素子構造体における電子電流特性を示す特性図であり、（ｃ）は、素子構造体における各
層中での電界強度分布を示す特性図である。
【図１２】（ａ）および（ｂ）は、バンク樹脂層を介挿しない素子構造体のキャリア状態
を示す特性図であり、（ｃ）および（ｄ）は、バンク樹脂層１０９を介挿した素子構造体
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でのキャリア状態を示す特性図である。
【図１３】（ａ）は、正孔注入性と規格化効率との関係を示す特性図であり、（ｂ）は、
駆動初期における素子構造体と劣化後における素子構造体との各々での電界強度および正
孔電流量を示す特性図である。
【図１４】（ａ）および（ｂ）は、駆動初期における素子構造体と劣化後における素子構
造体との各々でのＣＩＥ値を示す特性図であり、（ｃ）および（ｄ）は、駆動初期におけ
る素子構造体と劣化後における素子構造体との各々での発光位置を示す模式断面図である
。
【図１５】ホールオンリー素子の構成を示す模式的な断面図である。
【図１６】ホール注入層の成膜条件に対するホールオンリー素子の駆動電圧の依存性を示
すグラフである。
【図１７】ホールオンリー素子の印加電圧と電流密度の関係曲線を示すデバイス特性図で
ある。
【図１８】作製した有機ＥＬ素子の印加電圧と電流密度の関係曲線を示すデバイス特性図
である。
【図１９】作製した有機ＥＬ素子の電流密度と発光強度の関係曲線を示すデバイス特性図
である。
【図２０】光電子分光測定用のサンプルの構成を示す模式的な断面図である。
【図２１】酸化タングステンのＵＰＳスペクトルを示す図である。
【図２２】酸化タングステンのＵＰＳスペクトルを示す図である。
【図２３】図２２のＵＰＳスペクトルの微分曲線を示す図である。
【図２４】大気曝露した酸化タングステンのＵＰＳスペクトルを示す図である。
【図２５】本発明の酸化タングステンのＵＰＳスペクトルおよびＸＰＳスペクトルを併せ
て示す図である。
【図２６】酸化タングステンとα－ＮＰＤの界面エネルギーダイアグラムである。
【図２７】ホール注入層と機能層の注入サイトの効果を説明するための図である。
【図２８】本発明の実施の形態２に係る表示パネルにおける素子構造体の一部構成を示す
模式断面図である。
【図２９】本発明の実施の形態３に係る表示パネルにおけるバンク４０８の構成を示す模
式平面図である。
【図３０】本発明の実施の形態４に係る照明装置５の構成を示す模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　［本発明の態様］
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法は、次の工程を実行することを特徴とす
る。
【００２０】
　（第１工程）　基板の上方に、正孔注入性を有する第１層を形成する。
【００２１】
　（第２工程）　第１層の上方に、バンク材料を塗布し、バンク材料層を形成する。
【００２２】
　（第３工程）　バンク材料層をパターニングすることにより、発光部に対応する開口部
を規定するバンクを形成するとともに、バンク材料層の一部を第１層に付着させて第１層
の表面に樹脂膜を形成する。
【００２３】
　（第４工程）　有機材料を含むインクをバンクで規定された開口部に対して塗布し、樹
脂膜に接触させ、有機発光層を含む機能層を形成する。
【００２４】
　（第５工程）　機能層の上方に、電子注入性を有する第２層を形成する。
【００２５】
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　（第６工程）　第１工程から第５工程までを実行して形成された素子構造体に対して通
電処理し、第１層からの正孔注入性を低下させる。
【００２６】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、輝度の経時的劣化を予め抑制する
ことができ、長寿命化が図られた有機発光素子を製造することができる。このような効果
を得ることができるメカニズムについて、本発明者等は、次のように推測する。
【００２７】
　本発明の一態様に係る製造方法では、樹脂材料を含む樹脂膜を、正孔注入性を有する第
１層と発光層との間に存在させた構成の素子構造体を形成し、この素子構造体に対して第
６工程で通電処理を施すことで有機発光素子を製造している。このため、製造された有機
発光素子の正孔注入性は、初期特性に比べて低下した状態となっている。
【００２８】
　従って、通電時間（駆動時間）の経過に伴ってその特性が正孔注入性よりも低下する傾
向にある第２層における電子注入性と、その特性が予め低下した状態となっている第１層
における正孔注入性とによるキャリアバランスが、従来の有機発光素子（上記のような樹
脂膜を有さない有機発光素子）に比べて経時的に保持されやすくなっており、この結果、
輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化を図ることが可能となる。
【００２９】
　また、本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、一連の製造工程に伴って、
バンク材料層に含まれる樹脂材料を樹脂膜として、正孔注入性を有する第１層と発光層の
間に存在させた構成の有機発光素子を製造することができるので、樹脂膜を形成するため
に新たな工程を追加する必要がなく、製造コストの上昇を抑制することができる。
【００３０】
　ここで、輝度の経時的劣化の防止については、本発明者等は次のようにそのメカニズム
を想定する。
【００３１】
　駆動が長期の及んだ場合の輝度の経時的劣化は、電子注入性の低下に伴って正孔リッチ
な状態となり、発光層に対し注入される電子と正孔とのキャリアバランスが崩れるために
発生するものと考えられる。なお、「正孔リッチな状態」とは、正孔量が電子量に対して
相対的に豊富に存在する程度のことを意味する。
【００３２】
　これに対し、本発明の一態様に係る製造方法では、バンク材料層に含まれる樹脂材料を
用いて、第１層と発光層との間に樹脂膜を介挿させ、通電処理を実行するので、これらが
第１層における例えば正孔輸送層（インターレイヤ）や正孔注入層に作用して正孔注入性
を予め低下させることができる。このため、本発明の一態様に係る製造方法を用い製造さ
れた有機発光素子では、発光層に対し注入される電子と正孔とのキャリアバランスが電子
リッチな状態で維持され、劣化のスピードが遅くなる。
【００３３】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第３工程において、樹脂膜を
その厚みが０［ｎｍ］を超え４［ｎｍ］以下となるように形成する、という構成を採用す
ることができる。ここで、実験結果から、バンク工程を用いない素子（例えば、スピンコ
ート法で第１層における、例えば、正孔輸送層（インターレイヤ）や正孔注入層、発光層
を形成）では、本効果は見られない。また、本効果を得た素子構成では、正孔注入性を有
する第１層と発光層との間に存在する樹脂層が、ＴＥＭにより４[ｎｍ]であることが確認
されている。
【００３４】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第６工程において、素子構造
体における正孔注入性が、通電処理の実行前における素子構造体の正孔注入性に対し、正
孔の移動度が１／１０以下となるように、素子構造体に通電処理を行う、という構成を採
用することができる。このように、樹脂膜を形成した構成の素子構造体に対して通電処理
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を行うことにより、上記のように駆動時間が長期に及んだ場合にあっても、発光層に対し
注入される電子と正孔とのキャリアバランスが電子リッチな状態で維持されることになる
。
【００３５】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第６工程において、素子構造
体に対し、実際の使用時における輝度以上かつ、その３倍以下の輝度となるように、０［
ｍｉｎ．］を超え３０［ｍｉｎ．］以内の間の通電時間を以って、通電処理を行う、とい
う構成を採用することができる。このように、樹脂膜を形成した構成の素子構造体に対し
て通電処理を行うことにより、上記のように駆動時間が長期に及んだ場合にあっても、発
光層に対し注入される電子と正孔とのキャリアバランスが電子リッチな状態で維持される
ことになる。
【００３６】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第１工程が、基板の上方に陽
極を形成する陽極形成工程と、陽極の上方に酸化タングステンを用いて正孔注入層を形成
する正孔注入層形成工程とを有し、第１層が、陽極と正孔注入層とを含み構成される、と
いう構成を採用することができる。このような第１層の構成を採用する場合には、バンク
材料層の一部の構成を用い形成される樹脂膜が、正孔注入層と発光層との間に介挿される
ことになる。これより発光層への正孔注入性が予め低下され、駆動が長期に及んだ場合に
あっても、発光層に対し注入される電子と正孔とのキャリアバランスが電子リッチな状態
で維持され、輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化を図ることができる。
【００３７】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、第３工程において、バンク材料層
をパターニングするときに用いられる現像液による現像処理において、第１層の一部を現
像液により溶解させ、第１層の機能層側の表面の一部が機能層側の表面の他の部分よりも
第１層側に位置する状態に凹入させ、第１層の凹入された部分に対し、樹脂膜を形成する
、という構成を採用することができる。
【００３８】
　このように正孔注入層の表面に凹入部を設け、当該凹入部に対して現像処理により現像
液に溶解したバンク材料層の一部を蓄積させて樹脂膜を形成することとすれば、樹脂膜を
正孔注入層と発光層との間に安定的に存在させることができる。よって、本発明の一態様
を採用する場合には、より確実に、キャリアバランスが電子リッチな状態で維持され、輝
度の経時的劣化が防止され、長寿命化が図られた有機発光素子を製造することができる。
【００３９】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、正孔注入層形成工程において、ア
ルゴンガスと酸素ガスにより構成されたガスをスパッタ装置のチャンバー内のガスとして
用い、ガスの全圧が２．７［Ｐａ］超７．０［Ｐａ］以下であり、かつ、酸素ガス分圧の
全圧に対する比が５０［％］以上７０［％］以下であって、さらにターゲット単位面積当
たりの投入電力密度が１［Ｗ／ｃｍ2］以上２．８［Ｗ／ｃｍ2］以下となる成膜条件下で
、酸化タングステンを用いた正孔注入層の形成を行う、という具体的な形成条件を採用す
ることができる。
【００４０】
　上記のような形成条件を採用する場合には、輝度の経時的劣化の防止という効果と、正
孔注入層自体としての良好な正孔注入性が得られることによる、有機発光素子に対し印加
が必要な駆動電圧の低減という効果を併せて得ることができる。よって、更に長寿妙な有
機発光素子を得ることができる。
【００４１】
　より詳細には、バンクを構成する樹脂材料を含む樹脂膜を正孔注入層と発光層との間に
存在させた構成の有機発光素子を形成し、この素子構造体に対して第６工程で通電処理を
実行することにより有機発光素子を製造する。このため、有機発光素子における正孔注入
性は、初期特性に対して低下した状態となり、電子注入性と正孔注入性とのキャリアバラ



(9) JP WO2012/073270 A1 2012.6.7

10

20

30

40

50

ンスが、従来構成の有機発光素子に比べて経時的に安定した状態で維持され易く、輝度の
経時的劣化が防止され、長寿命化を図ることができる。
【００４２】
　一方、本発明の一態様に係る製造方法では、正孔注入性が初期特性に比べて低下した状
態となっており、且つ、樹脂膜が正孔注入層と発光層との間に存在する形態を前提とする
ことから、所定の輝度を得るために必要とされる駆動電圧が高くなると考えられ、このた
め、寿命への影響が懸念される。
【００４３】
　ここで、上記のように、正孔注入層が上記成膜条件下において成膜されるため、正孔注
入層と発光層との間の正孔注入障壁を小さく抑えることができる。よって、正孔注入性自
体が良好となっており、有機発光素子に対して印加する駆動電圧を高くする必要が無くな
り、有機発光素子の長寿命化を図ることができる。
【００４４】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第２工程において、感光性樹
脂成分とフッ素成分を有するバンク材料を用い、第３工程において、バンク材料層を部分
的に露光し、現像液を用いて現像処理することによりパターニングして開口部を規定する
バンクを形成する、という具体的構成を採用することができる。
【００４５】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、上記第５工程において、機能層の
上方に電子輸送層を形成する電子輸送層形成工程と、電子注入輸送層の上方に、陰極を形
成する陰極形成工程と、陰極の上方に、封止層を形成する封止層形成工程とを有し、第２
層が、電子輸送層と陰極と封止層とを含み構成される、という具体的構成を採用すること
ができる。
【００４６】
　本発明の一態様に係る有機発光素子の製造方法では、樹脂膜が、第１層の表面全体を覆
って層状に形成され、機能層が、樹脂膜に接触して形成される、という構成を採用するこ
とができる。これにより、さらに高い電荷注入性を確保することができる。
【００４７】
　本発明の一態様に係る有機発光装置は、上記のうちのいずれかの製造方法により得られ
た有機発光素子を有することを特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることがで
きる。
【００４８】
　本発明の一態様に係る有機表示パネルは、上記のうちのいずれかの製造方法により得ら
れた有機発光素子を有することを特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることが
できる。
【００４９】
　本発明の一態様に係る有機表示装置は、上記のうちのいずれかの製造方法により得られ
た有機発光素子を有することを特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることがで
きる。
【００５０】
　本発明の一態様に係る有機発光素子は、素子構造体に対して通電処理されてなる素子で
あり、次の構成を採用する。
【００５１】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、素子構造体が、正孔注入性を有する第１層と
、第１層に対向して設けられ、電子注入性を有する第２層と、第１層と第２層との間に設
けられ、有機材料を含み構成され、発光層を含む機能層と、第１層に対向して設けられ、
樹脂材料を含むバンク材料層がパターニングされて形成されている、発光層を規定するバ
ンクと、第１層と発光層との間に設けられ、バンク材料層に含まれていた樹脂材料から形
成されている樹脂膜と、を備えることを特徴とする。
【００５２】
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　本発明に一態様に係る有機発光素子では、第１層の表面に形成された樹脂膜に対して、
有機発光層を含む機能層が接触しており、通電処理を施すことにより初期における正孔注
入性が低下されている。このため、本発明の一態様に係る有機発光素子では、駆動時間が
長期にわたった場合にも正孔注入性と電子注入性とのバランスをとることができる。よっ
て、本発明の一態様に係る有機発光素子では、駆動時間の長短にかかわらず高い発光効率
を有する。
【００５３】
　また、本発明の一態様に係る有機発光素子では、樹脂膜が、バンク材料層に含まれてい
た樹脂材料からなるものであって、樹脂膜を形成するために新たな工程にて成膜するもの
ではないので、製造コストを抑えることができる。
【００５４】
　従って、本発明の一態様に係る有機発光素子では、製造コストを抑えながら、駆動時間
の長短にかかわらず高い発光効率を有する。
【００５５】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、上記構成において、第１層が、陽極と、陽極
に対して上方に設けられる正孔注入層とを有し、正孔注入層が、酸化タングステンを含み
、かつ、価電子帯で最も低い結合エネルギーよりも１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い
結合エネルギー領域内に占有準位を有している、という構成を採用することができる。
【００５６】
　上記のように、占有準位が存在することにより、正孔注入層と有機発光層との間の正孔
注入障壁を小さく抑えることができる。よって、このような構成を採用する場合には、正
孔注入効率を高くすることができ、低電圧での駆動ができるとともに、優れた発光効率を
有するという効果が得られる。
【００５７】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、上記構成において、正孔注入層が、紫外線光
電子分光分析（ＵＳＰ）スペクトルにおいて、価電子帯で最も低い結合エネルギーより１
．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い結合エネルギー領域内に、隆起した形状を有する、と
いう構成を採用することができる。
【００５８】
　このようにフェルミ面近傍の隆起構造が確認できるフェルミ面近傍の占有準位は、高い
正孔注入効率を示すものである。即ち、酸化タングステンの薄膜や結晶に見られるフェル
ミ面近傍の占有準位は、酸素欠陥やその類似構造に由来することが多数報告されている。
【００５９】
　具体的には、酸素元素の欠乏により形成される隣接したタングステン原子の５ｄ軌道同
士の結合軌道や、酸素原子に終端されることなく膜表面や膜内に存在するタングステン原
子単体の５ｄ軌道に由来するものと推測されている。これら５ｄ軌道は、半占あるいは非
占状態であれば、有機分子と接触したとき、相互のエネルギー安定化のために、有機分子
の最高被占軌道から電子を引き抜くことが可能であると推測される。
【００６０】
　実際、酸化タングステンと、触媒作用やエレクトロクロミズム、フォトクロミズムなど
、多くの共通した物性を持つ酸化モリブデンにおいては、その薄膜上に有機低分子のα－
ＮＰＤを積層すると、α－ＮＰＤ分子から酸化モリブデン薄膜に電子が移動するとの報告
がある（渡邊寛之　他、有機ＥＬ討論会第７回例会予稿集、１７（２００８））。
【００６１】
　なお、本発明者等は、酸化タングステンにおいては、隣接したタングステン原子の５ｄ
軌道同士の結合起動よりも結合エネルギーが低い、タングステン原子単体の半占５ｄ軌道
あるいはそれに類似した構造が、フェルミ面近傍の占有準位に該当するものと考える。
【００６２】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、上記同様に、正孔注入層が、Ｘ線光電子分光
分析（ＸＰＳ）スペクトルにおいて、価電子帯で最も低い結合エネルギーより１．８［ｅ
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Ｖ］～３．６［ｅＶ］低い結合エネルギー領域内に、隆起した形状を有する、という構成
を採用することもできる。
【００６３】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、第１層の機能層側の表面の一部が、当該表面
の他の部分よりも第１層内側に位置する状態に凹入しており、樹脂膜が、第１層の凹入さ
れた部分に形成されている、という構成を採用することができる。上述のように、このよ
うな構成を採用する場合には、樹脂膜を正孔注入層と発光層との間に安定的に存在させる
ことができる。よって、本発明の一態様を採用する場合には、より確実に、キャリアバラ
ンスが電子リッチな状態で維持され、輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化が図られた
有機発光素子を製造することができる。
【００６４】
　本発明の一態様に係る有機発光素子では、樹脂膜が、第１層の表面全体を覆って層状に
形成されており、機能層が、樹脂膜に接触して形成されている、という構成を採用するこ
とができる。これにより、更に高い電荷注入性を確保することができる。
【００６５】
　本発明の一態様に係る有機発光装置は、上記のいずれかの有機発光素子を有することを
特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることができる。
【００６６】
　本発明の一態様に係る有機表示パネルは、上記のいずれかの有機発光素子を有すること
を特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることができる。
【００６７】
　本発明の一態様に係る有機表示装置は、上記のいずれかの有機発光素子を有することを
特徴とする。これにより、上記同様の効果を得ることができる。
【００６８】
　以下、具体例を示し、構成および作用・効果を説明する。
【００６９】
　［実施の形態１］
　１．製造方法
　実施の形態１に係る表示パネル１０およびこれを含む表示装置１の製造方法および構成
について、図１から図７を用い説明する。
【００７０】
　図２（ａ）に示すように、基板１０１の一方の主面上に、ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ
　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）層、パッシベーション膜１０２を順に積層形成し、さらにその
上に層間絶縁膜１０４を形成する。なお、図２（ａ）では、ＴＦＴ層についてはＴＦＴド
レイン１０２のみを図示しており、また、層間絶縁膜１０４については、パターニングに
よりＴＦＴドレイン１０２の上の部分にコンタクト孔１０４ａが開けられた状態で図示し
ている（図１のステップＳ１）。ここで、コンタクト孔１０４ａの底部においては、パッ
シベーション膜１０３についても除去されている（開口１０３ａ）。
【００７１】
　上記において、層間絶縁膜１０４は、例えば、ポリイミドやポリアミドなどの有機化合
物により形成される。
【００７２】
　次に、図２（ｂ）に示すように、層間絶縁膜１０４の表面および露出したＴＦＴドレイ
ン１０２の表面に対し、反射陽極１０５および透明導電膜１０６を順に積層形成する（図
１のステップＳ２）。反射陽極１０５は、例えば、アルミニウム（Ａｌ）あるいはその合
金材料から形成されており、例えば、スパッタリング法や真空蒸着法などにより成膜され
た、エッチングによりサブピクセル単位に区画されている。コンタクト孔１０４ａの底部
において、反射陽極１０５は、ＴＦＴドレイン１０２に接続される。
【００７３】
　透明導電膜１０６は、例えば、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）やＩＺＯ
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（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ）から形成されており、上記同様に、スパッタリ
ング法や真空蒸着法などを用い成膜され、エッチングによりサブピクセル単位に区画され
ている。
【００７４】
　次に、図２（ｃ）に示すように、透明導電膜１０６上および露出した層間絶縁膜１０４
の一部表面を覆うように、正孔注入準備層１０７０を成膜する。正孔注入準備層１０７０
は、例えば、銀（Ａｇ）、モリブデン（Ｍｏ）、クロム（Ｃｒ）、バナジウム（Ｖ）、タ
ングステン（Ｗ）、ニッケル（Ｎｉ）、イリジウム（Ｉｒ）などの酸化物から構成するこ
とができる。特に、酸化タングステン（ＷＯX）を用いることが、正孔を安定的に注入し
、且つ、正孔の生成を補助するという機能を有するという観点から望ましい（図１のステ
ップＳ３）。
【００７５】
　酸化タングステンを用いた正孔準備層１０７０の形成は、例えば、アルゴンガスと酸素
ガスにより構成されたガスをスパッタ装置のチャンバー内のガスとして用い、当該ガスの
全圧が２．７［Ｐａ］を超え７．０［Ｐａ］以下であり、且つ、酸素ガス分圧の全圧に対
する比が５０［％］以上７０［％］以下であって、さらにターゲット単位面積当たりの投
入電力密度が１［Ｗ／ｃｍ2］以上２．８［Ｗ／ｃｍ2］以下となる成膜条件を採用するこ
とができる。これによる効果については、後述する。
【００７６】
　なお、正孔注入準備層１０７０については、図２（ｃ）に示すような全面にわたる膜だ
けでなく、例えば、サブピクセル単位で区画した構成とすることもできる。
【００７７】
　次に、図３（ａ）に示すように、正孔注入準備層１０７０の上に、バンク材料層１０８
０を積層形成する。バンク材料層１０８０は、例えば、アクリル系樹脂、ポリイミド系樹
脂、ノボラック型フェノール樹脂などの感光性樹脂成分とフッ素成分を含む材料を用い、
スピンコート法等により形成される。なお、本実施の形態においては、感光性樹脂材料の
一例として、日本ゼオン製ネガ型感光性材料（品番：ＺＰＮ１１６８）を用いた。
【００７８】
　次に、図３（ｂ）に示すように、バンク材料層１０８０をパターニングして、開口部を
規定するバンク材料層１０８１を形成する。バンク材料層１０８１の形成には、図３（ａ
）のバンク材料層１０８０の表面にマスク（図示を省略。）を配して露光を行い、その後
で現像を行うことにより形成できる。
【００７９】
　なお、図３（ｂ）に示すように、バンク材料層１０８１の形成に係る現像処理などに起
因して、正孔注入層１０７の開口底部分がＺ軸方向下側に凹入した状態となる（凹入部１
０７ａ）。そして、図３（ｂ）の二点鎖線で囲む部分に示すように、凹入部１０７ａにお
ける表面１０７ｂは、凹凸が形成されるとともに、バンクの一部であるバンク残渣層１０
９０が残留することになる。
【００８０】
　本実施の形態においては、バンク材料層１０８１の形成において、全波長での露光時の
ｉ線換算での照度は、ｉ線換算での露光量が２５．８［ｍＪ／ｃｍ2］に等しく、露光後
１１０［℃］のホットプレート上で１３０［ｓｅｃ．］間加熱を行い、その後に、２．３
８［％］ＴＭＡＨ現像液を用い１８０［ｓｅｃ．］間パドル現像を行った。パドル後は、
純水を用いて十分にリンスを行った。この条件は、サブピクセルのサイズが、長辺方向：
３００［μｍ］、短辺方向：１００［μｍ］となるような設計条件下でのものである。
【００８１】
　ここで、従来の製造方法においては、ＵＶ（紫外線）照射などを行うことでバンク残渣
層の除去を行っていたが、本実施の形態に係る製造方法では、敢えてＵＶ照射などは行わ
ず、バンク残渣層１０９０を残した状態としている。
【００８２】
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　また、本実施の形態では、正孔注入層１０７が酸化タングステンを含み、且つ、価電子
帯で最も低い結合エネルギーよりも１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い結合エネルギー
領域内に占有準位を有する。なお、正孔注入層１０７においては、紫外線光電子分光分析
（ＵＳＰ）スペクトルで、価電子帯が最も低い結合エネルギーより１．８［ｅＶ］～３．
６［ｅＶ］低い結合エネルギー領域内に、隆起した形状を有し、また、Ｘ線光電子分光分
析（ＸＰＳ）スペクトルにおいて、価電子帯で最も低い結合エネルギーより１．８［ｅＶ
］～３．６［ｅＶ］低い結合エネルギー領域内に、隆起した形状を有する。
【００８３】
　なお、上記の効果については、後述する。
【００８４】
　次に、図４に示すように、リンス後の上記ワークをクリーンオーブンで、２００［℃］
で１［ｈｒ．］間焼成し、これにより、フローにより裾野部分１０８ａが正孔注入層１０
７の凹入縁１０７ｃを被覆するバンク１０８が形成できる。このとき、図４の二点鎖線で
囲む部分に示すように、焼成により、バンク１０８が規定する開口底に露出した正孔注入
層１０７の表面を覆うように、バンク樹脂層１０９が形成される（図１のステップＳ４）
。このとき、バンク樹脂層１０９の膜厚ｔについては、０［ｎｍ］を超え、４［ｎｍ］以
下となるようにしている。
【００８５】
　上記のようにして形成されるバンク樹脂層１０９は、バンク１０８と同一材料で形成さ
れることになる。
【００８６】
　次に、図５（ａ）に示すように、バンク１０８で規定された開口部に対し、正孔輸送層
１１０および発光層１１１を形成する（図１のステップＳ５，Ｓ６）。正孔輸送層１１０
は、例えば、ポリフルオレンやその誘導体、あるいはポリアリールアミンやその誘導体な
どの、親水基を備えない高分子化合物を用い、印刷法で成膜した後、焼成することで形成
される。
【００８７】
　発光層１１１は、例えば、特許公開公報（日本国・特開平５－１６３４８８号公報）に
記載のオキシノイド化合物、ペリレン化合物、クマリン化合物、アザクマリン化合物、オ
キサゾール化合物、オキサジアゾール化合物、ペリノン化合物、ピロロピロール化合物、
ナフタレン化合物、アントラセン化合物、フルオレン化合物、フルオランテン化合物、テ
トラセン化合物、ピレン化合物、コロネン化合物、キノロン化合物及びアザキノロン化合
物、ピラゾリン誘導体及びピラゾロン誘導体、ローダミン化合物、クリセン化合物、フェ
ナントレン化合物、シクロペンタジエン化合物、スチルベン化合物、ジフェニルキノン化
合物、スチリル化合物、ブタジエン化合物、ジシアノメチレンピラン化合物、ジシアノメ
チレンチオピラン化合物、フルオレセイン化合物、ピリリウム化合物、チアピリリウム化
合物、セレナピリリウム化合物、テルロピリリウム化合物、芳香族アルダジエン化合物、
オリゴフェニレン化合物、チオキサンテン化合物、アンスラセン化合物、シアニン化合物
、アクリジン化合物、８－ヒドロキシキノリン化合物の金属錯体、２－ビピリジン化合物
の金属錯体、シッフ塩とＩＩＩ族金属との錯体、オキシン金属錯体、希土類錯体などの蛍
光物質などを用い、印刷法で成膜した後、焼成することにより形成される。
【００８８】
　ここで、図６に示すように、Ｚ軸方向上方から平面視したときにおけるバンク１０８は
、Ｙ軸方向に延伸するバンク要素１０８ｂとＸ軸方向に延伸するバンク要素１０８ｃとが
一体に形成された、所謂、ピクセルバンクとなっており、これにより規定された各開口部
に対して発光層１１１が形成される。
【００８９】
　なお、上記のような工程を経ることにより、バンク樹脂層１０９は、正孔注入層１０７
の表面全体を覆って層状に形成され、機能層の一部である正孔輸送層１１０は、バンク樹
脂層１０９に接触して形成されることになる。
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【００９０】
　次に、図５（ｂ）に示すように、発光層１１１の表面および露出したバンク１０８の表
面に対し、電子輸送層１１２、透明陰極１１３、および封止層１１４を順に積層形成した
後、キャップ基板１１５を張り合わせる（図１のステップＳ７～Ｓ１０）。
【００９１】
　電子輸送層１１２は、例えば、オキサジアゾール誘導体（ＯＸＤ）、トリアゾール誘導
体（ＴＡＺ）、フェナンスロリン誘導体（ＢＣＰ、Ｂｐｈｅｎ）などを用い形成すること
ができ、透明陰極１１３は、例えば、ＩＴＯやＩＺＯを用い形成することができる。また
、封止層１１４については、例えば、窒化シリコン（ＳｉＮ）や酸窒化シリコン（ＳｉＯ
Ｎ）などを用い形成することができる。
【００９２】
　次に、図７に示すように、上記のように製造された表示パネル１０に対して、駆動回路
２１～２４および制御回路２５からなる駆動制御部２０を付設する。
【００９３】
　その後、駆動制御部２０が付設された表示パネル１０に対して、エージング処理を行う
８図１のステップＳ１１）。エージング処理は、例えば、処理前における正孔注入性に対
して、正孔の移動度が１／１０以下となるまで通電を行うことでなされ、具体的には、実
際の使用時における輝度以上であって、且つ、その３倍以下の輝度となるように、０［ｍ
ｉｎ．］を超え３０［ｍｉｎ．］以内の間通電処理を実行する。
【００９４】
　以上のような工程を実行することにより、表示装置１が完成する。
【００９５】
　２．効果
　上記のようにして製造される表示パネル１０およびこれを備える表示装置１が奏する効
果について、図８および図９を用い説明する。図８は、表示パネル１０における反射陽極
１０５から透明陰極１１３までの積層構造体である素子構造体を模式的に表した模式断面
図である。
【００９６】
　本実施の形態に係る製造方法より得られる表示パネル１０および表示装置１では、輝度
の経時的劣化を予め抑制することができ、長寿命化が図られる。このような効果を得るこ
とができるメカニズムは、次のように推測される。
【００９７】
　図８に示すように、表示パネル１０においては、樹脂材料を含む樹脂膜であるバンク樹
脂層１０９が、正孔注入層１０７と発光層１１との間、より具体的には、正孔注入層１０
７と正孔輸送層１１０との間に介挿された構成を採用し、エージング工程（図１のステッ
プＳ１１）において、上記条件にて通電処理を施すことで表示装置１を製造している。こ
のため、製造された表示装置１の表示パネル１０では、正孔注入性が初期特性に比べて低
下した状態となっている。
【００９８】
　従って、駆動時間の経過に伴ってその特性が正孔注入性よりも低下する傾向にある透明
陰極１１３からの電子注入性と、その特性が予め低下した状態となっている反射陽極１０
５からの正孔注入性とによるキャリアバランスが、従来の表示装置（バンク樹脂層１０９
を有さない素子構造体を備える装置）に比べて経時的に保持され易くなっており、この結
果、輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化を図ることが可能となる。
【００９９】
　また、本実施の形態に係る製造方法を用い製造される表示パネル１０は、バンク１０８
の形成の際のバンク残渣層１０９０を利用してバンク樹脂層１０９を形成するので、樹脂
膜を形成するために新たな工程を追加する必要がなく、製造コストの上昇を抑制すること
ができる。
【０１００】
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　ここで、輝度の経時的劣化の防止については、本発明者等は次のようにそのメカニズム
を想定する。
【０１０１】
　従来技術に係る表示装置では、駆動が長期の及んだ場合の輝度の経時的劣化は、電子注
入性の低下に伴って正孔リッチな状態となり、発光層に対し注入される電子と正孔とのキ
ャリアバランスが崩れるために発生するものと考えられる。
【０１０２】
　これに対し、本実施の形態に係る表示装置１では、バンク残渣層１０９０を利用して、
正孔注入層１０７と正孔輸送層１１０との間に樹脂膜としてのバンク樹脂層１０９を介挿
させ、エージング処理を実行するので、正孔注入層１０７の正孔注入性を予め低下させる
ことができる。このため、本実施の形態に係る製造方法を用い製造された表示パネル１０
および表示装置１では、発光層１１１に対し注入される電子と正孔とのキャリアバランス
が電子リッチな状態で維持され、劣化のスピードが遅くなる。
【０１０３】
　ここで、バンク樹脂層１０９の膜厚を、０［ｎｍ］を超え４［ｎｍ］以下とするのは、
次のような理由からである。
【０１０４】
　実験結果から、バンク工程を用いない素子（例えば、スピンコート法で第１層における
、例えば、正孔輸送層（インターレイヤ）や正孔注入層、発光層を形成）では、上記効果
は見られないためである。また、上記効果を得た素子構成では、正孔注入性を有する第１
層と発光層との間に存在する樹脂層が、ＴＥＭにより４[ｎｍ]であることが確認されてい
るためである。
【０１０５】
　上記のように、本実施の形態に係る製造方法では、正孔注入層１０７の形成工程（図１
のステップＳ３）において、アルゴンガスと酸素ガスにより構成されたガスをスパッタ装
置のチャンバー内のガスとして用い、ガスの全圧が２．７［Ｐａ］超７．０［Ｐａ］以下
であり、かつ、酸素ガス分圧の全圧に対する比が５０［％］以上７０［％］以下であって
、さらにターゲット単位面積当たりの投入電力密度が１［Ｗ／ｃｍ2］以上２．８［Ｗ／
ｃｍ2］以下となる成膜条件下で、酸化タングステンを用いた正孔注入層の形成を行う、
という具体的な形成条件を採用しているが、これにより次のような効果が得られる。
【０１０６】
　上記条件を採用する場合には、輝度の経時的劣化の防止という効果と、正孔注入層１０
７自体としての良好な正孔注入性が得られることによる、表示パネル１０に対し印加が必
要な駆動電圧の低減という効果を併せて得ることができる。よって、更に長寿妙な有機発
光素子を得ることができる。
【０１０７】
　より詳細には、バンク１０８を構成する樹脂材料を含むバンク樹脂層１０９を正孔注入
層１０７と発光層１１１との間に存在させた構成の有機発光素子を形成し、この素子構造
体に対してエージング処理のために通電処理を実行することにより表示パネル１０が製造
される。このため、表示パネル１０における正孔注入性は、初期特性に対して低下した状
態となり、電子注入性と正孔注入性とのキャリアバランスが、従来構成の表示パネル１０
に比べて経時的に安定した状態で維持され易く、輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化
を図ることができる。
【０１０８】
　一方、本実施の形態に係る表示パネル１０では、正孔注入性が初期特性に比べて低下し
た状態となっており、且つ、バンク樹脂層１０９が正孔注入層１０７と発光層１１１との
間に存在する形態を前提とすることから、所定の輝度を得るために必要とされる駆動電圧
が高くなると考えられ、このため、寿命への影響が懸念される。
【０１０９】
　ここで、上記のように、正孔注入層１０７（正孔注入準備層１０７０）が上記成膜条件
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下において成膜されるため、正孔注入層１０７と発光層１１１との間の正孔注入障壁を小
さく抑えることができる。よって、正孔注入性自体が良好となっており、表示パネル１０
に対して印加する駆動電圧を高くする必要が無くなり、表示パネル１０およびこれを備え
る表示装置１の長寿命化を図ることができる。
【０１１０】
　本実施の形態に係る表示パネル１０では、図４に示すように、バンク材料層１０８０を
パターニングするときに用いられる現像液による現像処理において、正孔注入層１０７に
おける発光層１１１側となる表面の一部が他の部分よりもＺ軸方向下方に位置する状態に
凹入させ、正孔注入層１０７の凹入部１０７ａに対し、バンク樹脂層１０９を形成する、
という構成を採用している。このように正孔注入層１０７の表面に凹入部１０７ａを設け
、当該凹入部１０７ａに対してバンク樹脂層１０９を形成することとすれば、バンク樹脂
層１０９を正孔注入層１０７と発光層１１１との間に安定的に存在させることができる。
よって、表示パネル１０では、より確実に、キャリアバランスが電子リッチな状態で維持
され、輝度の経時的劣化が防止され、長寿命化が図られる。
【０１１１】
　上記のように、本実施の形態に係る表示パネル１０では、正孔注入層１０７が、酸化タ
ングステンを含み、かつ、価電子帯で最も低い結合エネルギーよりも１．８［ｅＶ］～３
．６［ｅＶ］低い結合エネルギー領域内に占有準位を有している、という構成を採用して
いる。これより、占有準位が存在することにより、正孔注入層１０７と発光層１１１との
間の正孔注入障壁を小さく抑えることができる。よって、このような構成を採用する本実
施の形態に係る表示パネル１０では、正孔注入効率を高くすることができ、低電圧での駆
動ができるとともに、優れた発光効率を有するという効果が得られる。
【０１１２】
　また、正孔注入層１０７が、紫外線光電子分光分析（ＵＳＰ）スペクトルにおいて、価
電子帯で最も低い結合エネルギーより１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い結合エネルギ
ー領域内に、隆起した形状を有する、という構成を採用している。このようにフェルミ面
近傍の隆起構造が確認できるフェルミ面近傍の占有準位は、高い正孔注入効率を示すもの
である。即ち、酸化タングステンの薄膜や結晶に見られるフェルミ面近傍の占有準位は、
酸素欠陥やその類似構造に由来することが多数報告されている。
【０１１３】
　具体的には、酸素元素の欠乏により形成される隣接したタングステン原子の５ｄ軌道同
士の結合軌道や、酸素原子に終端されることなく膜表面や膜内に存在するタングステン原
子単体の５ｄ軌道に由来するものと推測されている。これら５ｄ軌道は、半占あるいは非
占状態であれば、有機分子と接触したとき、相互のエネルギー安定化のために、有機分子
の最高被占軌道から電子を引き抜くことが可能であると推測される。
【０１１４】
　実際、酸化タングステンと、触媒作用やエレクトロクロミズム、フォトクロミズムなど
、多くの共通した物性を持つ酸化モリブデンにおいては、その薄膜上に有機低分子のα－
ＮＰＤを積層すると、α－ＮＰＤ分子から酸化モリブデン薄膜に電子が移動するとの報告
がある（渡邊寛之　他、有機ＥＬ討論会第７回例会予稿集、１７（２００８））。
【０１１５】
　なお、本発明者等は、酸化タングステンにおいては、隣接したタングステン原子の５ｄ
軌道同士の結合起動よりも結合エネルギーが低い、タングステン原子単体の半占５ｄ軌道
あるいはそれに類似した構造が、フェルミ面近傍の占有準位に該当するものと考える。
【０１１６】
　さらに、上記のように、正孔注入層１０７が、Ｘ線光電子分光分析（ＸＰＳ）スペクト
ルにおいて、価電子帯で最も低い結合エネルギーより１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低
い結合エネルギー領域内に、隆起した形状を有する、という構成も採用することができる
。
【０１１７】
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　以上のような効果について、サンプルを用いて行った寿命評価の結果について、図９に
示す。
【０１１８】
　図９（ｂ）に示すように、バンク樹脂層１０９が正孔注入層１０７と発光層１１１との
間に存在するサンプルでは、エージング処理の実行に伴い、初期のパネル輝度はバンク樹
脂層を有しないサンプルよりも低下する。
【０１１９】
　しかし、図９（ａ）および図９（ｂ）に示すように、駆動時間が、２［ｈｒ．］以上と
なると、バンク樹脂層１０９を介挿させたサンプルの輝度の方が、バンク樹脂層を有しな
いサンプルに比べて高くなっている。これより、寿命評価において、本実施の形態に係る
表示パネル１０およびこれを備える表示装置１が優れていることが分かる。
【０１２０】
　なお、図９（ａ）および図９（ｂ）における初期輝度は、表示パネルの実用輝度の３倍
である。
【０１２１】
　３．検証
　図１０から図１４を用いて、上記効果が得られるメカニズムについての検証を行う。
【０１２２】
　先ず、図１０では、バンク樹脂層１０９を介挿したサンプルと介挿しないサンプルとの
比較におけるＩ－Ｖ特性を示す。図１０は、実験値にシミュレーション値を重ねた図であ
る。
【０１２３】
　図１０に示すように、バンク樹脂層１０９を介挿したサンプルでは、正孔の移動度が、
バンク樹脂層を介挿していないサンプルに比べて、１桁低下、即ち、１／１０以下となっ
ていることが分かる。
【０１２４】
　次に、図１１は、図１０で実験値と一致するパラメータを入力したシミュレーションに
よる特性図であり、（ａ）は、素子の正孔電流を示し、（ｂ）は、電子電流を示し、（ｃ
）は、素子内部での電界強度分布を示したものである。
【０１２５】
　図１１（ａ）に示すように、バンク樹脂層を介挿したサンプルでは、介挿しないサンプ
ルに比べて、正孔電流が低くなることが想定され、また、図１１（ｂ）に示すように、バ
ンク樹脂層を介挿したサンプルでは、介挿しないサンプルに比べて、電子電流も低くなる
ことが想定される。図１１（ｃ）の各層中における電界強度分布に示すように、バンク樹
脂層１０９を介挿したサンプルでは、発光層での電界強度が低下する。
【０１２６】
　このように、バンク樹脂層１０９を正孔注入層１０７と発光層１１１との間に介挿させ
た場合、正孔の注入および輸送に係る特性が悪化し、発光層に係る電界強度が低下するこ
とが想定される。従って、正孔の移動度の低下により電子電流量まで制限され、表示パネ
ルに対し印加する電圧の高電圧化を招くことになると考えられる。
【０１２７】
　なお、このような課題に対して、本実施の形態では、正孔注入層１０７に正孔注入性の
高い酸化タングステンを用いた層を採用することで、その最適化を図っている。
【０１２８】
　次に、図１２を用いて、本実施の形態に係る表示パネル１０で長寿命化を図ることがで
きるメカニズムを説明する。図１２（ａ）および図１２（ｂ）が、バンク樹脂層が介挿さ
れていないサンプルでのキャリア状態を示す模式図であり、図１２（ｃ）および図１２（
ｄ）が、バンク樹脂層１０９が介挿されたサンプルでのキャリア状態を示す模式図である
。なお、図１２（ａ）および図１２（ｃ）において、屈曲点１が「正孔注入開始」の時点
、屈曲点２が「電子注入開始」の時点、屈曲点３が「キャリアバランス最適点」である。
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【０１２９】
　先ず、図１２（ｃ）に示すように、バンク樹脂層が介挿されているサンプルでは、屈曲
点２および屈曲点３の位置が、図１２（ａ）に示すバンク樹脂層が介挿されていないサン
プルに対して、より理想とするモデルに近付いている。
【０１３０】
　図１２（ｂ）に示すように、バンク樹脂層が介挿されていないサンプルでは、（Ｉ）～
（ＩＩＩ）の領域にて、正孔リッチな状態となっている。
【０１３１】
　一方、図１２（ｄ）に示すように、バンク樹脂層が介挿されたサンプルでは、全ての領
域において、電子過剰状態（電子リッチな状態）が維持されている。
【０１３２】
　次に、図１３（ａ）に示すように、バンク樹脂層が介挿されておらず、正孔注入性が良
いサンプルでは、正孔、電子の最適点が存在し、これにより効率ピークが存在する。
【０１３３】
　一方、バンク樹脂層が介挿され、正孔注入性が低いサンプルでは、常に電子リッチな状
態であるので、効率ピークがない。
【０１３４】
　次に、図１３（ｂ）の矢印１で示すように、正孔注入開始電圧については、初期サンプ
ルと劣化サンプルとは同等である。一方、矢印２で示すように、正孔電流量については、
初期サンプルに比べて劣化サンプルでは低下しており、発光開始電圧の上昇が確認できる
。このため、電子障壁の増加あるいは電子輸送の低下により正孔輸送層にかかる電界強度
の低下が発生し、正孔電流量も低下していることが推測される。
【０１３５】
　さらに、図１３（ｂ）の矢印３で示すように、最大効率電圧も劣化後サンプルで高電圧
化している。即ち、電子電流の低下により、キャリアバランスが正孔リッチとなり、屈曲
点３が高電圧化している。
【０１３６】
　次に、図１４（ａ）および図１４（ｂ）に示すように、初期サンプルでは、駆動電圧の
上昇に伴いＣＩＥ値が単調減少している。これより、図１４（ｃ）に示すように、電圧の
上昇に伴い、発光位置が陰極側にシフトしている傾向を示すものである。よって、初期サ
ンプルでは、電圧の上昇により、正孔が過剰な状態が加速していることが示唆される。
【０１３７】
　一方、図１４（ａ）および図１４（ｂ）に示すように、劣化サンプルでは、初期サンプ
ルに比べて、ＣＩＥ（ｘ）、ＣＩＥ（ｙ）ともに小さくなる傾向にある（矢印２）。図１
４（ｄ）に示すように、光学シミュレーションでは、発光位置が陰極側へとシフトする傾
向は同じであるが、劣化により、一層、正孔が過剰な状態が加速していることを示唆して
いる。
【０１３８】
　以上より、バンク樹脂層が介挿されたサンプルで寿命が延びるメカニズムは、初期に正
孔注入量の低下を図ることにより、通電処理により電子注入性が低下しても、正孔と電子
とのキャリアバランスが電子リッチな状態で維持され、材料自身の発光効率の低下が防止
され、長寿命化が図られる。
【０１３９】
　４．各種実験と考察
　（ｉ）酸化タングステンの成膜条件
　本実施の形態では、上記のように、正孔注入層１０７を構成する酸化タングステンを所
定の成膜条件で成膜することで、正孔注入層１０７に前記したフェルミ面近傍の占有準位
を存在させ、正孔注入層１０７と正孔輸送層１１０との間のホール注入障壁を低減して、
表示パネル１０を低電圧駆動できるようにしている。
【０１４０】
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　このような性能を得るための酸化タングステンの成膜方法としては、ＤＣマグネトロン
スパッタ装置を用い、ターゲットは金属タングステンとし、基板温度は制御せず、チャン
バー内ガスはアルゴンガスと酸素ガスで構成し、ガス圧（全圧）が２．７［Ｐａ］超７．
０［Ｐａ］以下であり、且つ、酸素ガス分圧の全圧に対する比が５０［％］以上７０［％
］以下であって、さらにターゲット単位面積当たりの投入電力（投入電力密度）が１［Ｗ
／ｃｍ2］以上２．８［Ｗ／ｃｍ2］以下となる成膜条件に設定して、反応性スパッタ法で
成膜することが好適であると考えられる。
【０１４１】
　上記成膜条件の有効性は以下の諸実験で確認された。
【０１４２】
　まず、正孔注入層１０７からバッファ層としての正孔輸送層１１０へのホール注入効率
の、成膜条件依存性の評価を確実にするために、評価デバイスとしてホールオンリー素子
を作製するものとした。
【０１４３】
　有機ＥＬ素子においては、電流を形成するキャリアは正孔と電子の両方であり、したが
って有機ＥＬ素子の電気特性には、正孔電流以外にも電子電流が反映されている。しかし
、正孔（ホール）オンリー素子では陰極からの電子の注入が阻害されるため、電子電流ほ
ほとんど流れず、全電流はほぼ正孔電流のみから構成され、即ち、キャリアは略正孔のみ
とみなせるため、ホール注入効率の評価に好適である。
【０１４４】
　具体的に作製したホールオンリー素子は、図８における透明陰極１１３を、図１５に示
す陰極２０８のように金（Ａｕ）に置き換えたものである。即ち、図１５に示すように、
基板２１０上に厚さ５０［ｎｍ］のＩＴＯ薄膜からなる陽極２０２を形成し、さらに陽極
２０２上に厚さ３０［ｎｍ］の酸化タングステンからなる正孔注入層２０３、厚さ２０［
ｎｍ］のアミン系有機高分子であるＴＦＢからなるバッファ層（正孔輸送層）２０４、厚
さ７０［ｎｍ］の有機高分子であるＦ８ＢＴからなる発光層２０５、厚さ１００［ｎｍ］
の金（Ａｕ）からなる陰極２０９を順次積層した構成とした。なお、評価デバイスのため
、バンクは省略した。
【０１４５】
　この作製工程において、正孔注入層２０３は、ＤＣマグネトロンスパッタ装置を用い、
反応性スパッタ法で成膜した。チャンバー内ガスは、アルゴンガスおよび酸素ガスの少な
くとも何れかから構成し、ターゲットは金属タングステンを用いた。基板温度は制御せず
、アルゴンガス分圧、酸素ガス分圧、全圧は各ガスの流量で調節するものとした。成膜条
件は、以下の表１に示すように、全圧、酸素ガス分圧比、および投入電力の各条件を変化
させるものとし、これにより各成膜条件で成膜した正孔注入層２０３を備えるホールオン
リー素子２０１Ｂ（素子Ｎｏ．１～１４）を得た。なお、酸素ガス分圧比は、全圧に対す
る酸素ガス分圧の比［％］である。
【０１４６】



(20) JP WO2012/073270 A1 2012.6.7

10

20

30

40

50

【表１】

【０１４７】
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　上記ＤＣマグネトロンスパッタ装置の、投入電力と投入電力密度の関係を表２に示す。
【０１４８】
【表２】

【０１４９】
　作製した各ホールオンリー素子２０１Ｂを直流電源２１１に接続し、電圧を印加した。
このときの印加電圧を変化させ、電圧値に応じて流れた電流値を素子の単位面積当たりの
値（電流密度）に換算した。以降、「駆動電圧」とは、電流密度１０［ｍＡ／ｃｍ2］の
ときの印加電圧とする。
【０１５０】
　この駆動電圧が小さいほど、正孔注入層２０３の正孔注入効率は高いと言える。なぜな
ら、各ホールオンリー素子２０１Ｂにおいて、正孔注入層２０３以外の各部位の作製方法
は同一であるから、正孔注入層２０３を除く、隣接する２つの層の間の正孔注入障壁は一
定と考えられる。また、当該実験で用いた陰極２０２と正孔注入層２０３は、オーミック
接続をしていることが、別の実験により確認されている。
【０１５１】
　従って、正孔注入層２０３の成膜条件による駆動電圧の違いは、正孔注入層２０３から
バッファ層２０４への正孔注入効率を強く反映したものになる。
【０１５２】
　表３は、当該実験によって得られた、各ホールオンリー素子２０１Ｂの、全圧、酸素ガ
ス分圧比、投入電力の各成膜条件に対する、駆動電圧の値である。表３中、各ホールオン
リー素子２０１Ｂの素子Ｎｏ．は囲み数字で示している。
【０１５３】



(22) JP WO2012/073270 A1 2012.6.7

10

20

30

40

50

【表３】

【０１５４】
　また、図１６（ａ）～図１６（ｃ）は、各ホールオンリー素子２０１Ｂの駆動電圧の成
膜条件依存性をまとめたグラフである。図１６（ａ）中の各点は、左から右に向かって、
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素子Ｎｏ．４、１０、２の駆動電圧を表す。図１６（ｂ）中の各点は、左から右に向かっ
て、素子Ｎｏ．１３、１０、１の駆動電圧を表す。さらに図１６（ｃ）中の各点は、左か
ら右に向かって、素子Ｎｏ．１４、２、８の駆動電圧を表す。
【０１５５】
　なお当該実験では、全圧が２．７［Ｐａ］で酸素ガス分圧比が１００［％］の場合、全
圧が４．８［Ｐａ］で酸素ガス分圧比が３０［％］の場合、全圧が４．８［Ｐａ］で酸素
ガス分圧比が７０［％］の場合、全圧が４．８［Ｐａ］で酸素ガス分圧比が１００［％］
の場合は、いずれもガス流量などのスパッタリング装置の制約で成膜を行えなかった。
【０１５６】
　まず、駆動電圧の全圧依存性は、図１６（ａ）から分かるように、酸素ガス分圧比：５
０［％］、投入電力：５００［Ｗ］の条件下では、少なくとも全圧が２．７［Ｐａ］超４
．８［Ｐａ］以下の範囲において、駆動電圧の明確な低減が確認できた。この傾向は、少
なくとも全圧が７．０［Ｐａ］以下の範囲まで続くことが別の実験により分かった。した
がって、全圧は２．７［Ｐａ］超７．０［Ｐａ］以下の範囲に設定することが望ましいと
言える。
【０１５７】
　次に、駆動電圧の酸素ガス分圧比依存性は、図１６（ｂ）から分かるように、全圧：２
．７［Ｐａ］、投入電力：５００［Ｗ］の条件下では、少なくとも酸素ガス分圧比が５０
［％］以上７０［％］以下の範囲において、酸素ガス分圧比の上昇とともに駆動電圧の低
下が確認できた。ただし、これ以上に酸素ガス分圧比が上昇すると、別の実験により逆に
駆動電圧の上昇が確認された。従って、酸素ガス分圧比は５０［％］以上で上限を７０［
％］程度に抑えることが望ましいと言える。
【０１５８】
　次に、駆動電圧の投入電力依存性は、図１６（ｃ）からわかるように、全圧：４．８［
Ｐａ］、酸素ガス分圧比：５０［％］の条件下では、投入電力が５００［Ｗ］超で、急激
に駆動電圧が上昇することが確認された。従って、投入電力は５００［Ｗ］以下に抑える
のが望ましいと考えられる。なお、表３の素子Ｎｏ．１、３についてのデータをみると、
投入電力が５００［Ｗ］であっても、全圧が２．７［Ｐａ］以下であれば、駆動電圧が上
昇するという結果が確認できる。
【０１５９】
　次に、各ホールオンリー素子２０１Ｂのうち、代表して素子Ｎｏ．１４、１、７の電流
密度―印加電圧曲線を図１７に示した。図中縦軸は電流密度［ｍＡ／ｃｍ2］、横軸は印
加電圧［Ｖ］である。素子Ｎｏ．１４は、上記した全圧、酸素ガス分圧比、投入電力の望
ましい条件をすべて満たしている。一方、素子Ｎｏ．１、７は、上記望ましい条件を一部
満たしていない。
【０１６０】
　ここで、以降の説明のために、正孔注入層２０３（および後述の酸化タングステン層２
０８）の成膜条件に関しては、素子Ｎｏ．１４の成膜条件を成膜条件Ａ、素子Ｎｏ．１の
成膜条件を成膜条件Ｂ、素子Ｎｏ．７の成膜条件を成膜条件Ｃと呼ぶことにする。また、
それに倣い、図１７および表３では、素子Ｎｏ．１４をＨＯＤ－Ａ、素子Ｎｏ．１をＨＯ
Ｄ－Ｂ、素子Ｎｏ．７をＨＯＤ－Ｃとも記述した。
【０１６１】
　図１７に示すように、ＨＯＤ－ＡはＨＯＤ－Ｂ、ＨＯＤ－Ｃと比較して、最も電流密度
―印加電圧曲線の立ち上がりが早く、また最も低い印加電圧で高い電流密度が得られてい
る。すなわち、ＨＯＤ－ＡはＨＯＤ－Ｂ、ＨＯＤ－Ｃと比較し、正孔注入効率が優れてい
ることが明快である。なお、ＨＯＤ－Ａは、各ホールオンリー素子２０１Ｂの中で最も駆
動電圧が低い素子である。
【０１６２】
　以上は、ホールオンリー素子２０１Ｂにおける正孔注入層２０３の正孔注入効率に関す
る検証であったが、ホールオンリー素子２０１Ｂは、陰極およびバンク樹脂層を除き、基
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本的に図８の表示パネル１０の素子部分と同一の構成である。従って、表示パネル１０の
素子においても、正孔注入層１０７から正孔輸送層１１０への正孔注入効率の成膜条件依
存性は、本質的にホールオンリー素子２０１Ｂと同じである。このことを確認するために
、成膜条件Ａ、Ｂ、Ｃのホール注入層３を用いた各有機ＥＬ素子を作製した。
【０１６３】
　具体的に作製した各有機ＥＬ素子は、基板２１０上に厚さ５０［ｎｍ］のＩＴＯ薄膜か
らなる陽極２０２を形成し、さらに陽極２０２上に厚さ３０［ｎｍ］の酸化タングステン
からなる正孔注入層２０３、厚さ２０［ｎｍ］のアミン系有機高分子であるＴＦＢからな
る電荷輸送層２０４、厚さ７０［ｎｍ］の有機高分子であるＦ８ＢＴからなる発光層２０
５、厚さ５［ｎｍ］のバリウムおよび厚さ１００［ｎｍ］のアルミニウムからなる陰極２
０９を順次積層した構成とした。なお、評価デバイスは、図１５に示すデバイスに対し、
陰極２０９の構成材料が異なるものであって、また、バンクについては省略した。
【０１６４】
　作製した成膜条件Ａ、Ｂ、Ｃの各有機ＥＬ素子を直流電源２１１に接続し、電圧を印加
した。このときの印加電圧と、各々の電圧値に応じて流れた電流値について、素子の単位
面積当たりの値に換算したときの関係を表す、電流密度―印加電圧曲線を図１８に示した
。図中縦軸は電流密度［ｍＡ／ｃｍ2］、横軸は印加電圧［Ｖ］である。
【０１６５】
　なお、以降の説明のために、図１８では、成膜条件Ａの有機ＥＬ素子をＢＰＤ－Ａ、成
膜条件Ｂの有機ＥＬ素子をＢＰＤ－Ｂ、成膜条件Ｃの有機ＥＬ素子をＢＰＤ－Ｃと記述し
た。
【０１６６】
　図１８に示すように、ＢＰＤ－ＡはＢＰＤ－Ｂ、ＢＰＤ－Ｃと比較して、最も電流密度
―印加電圧曲線の立ち上がりが早く、また最も低い印加電圧で高い電流密度が得られてい
る。これは、それぞれ同じ成膜条件のホールオンリー素子であるＨＯＤ－Ａ、ＨＯＤ－Ｂ
、ＨＯＤ－Ｃと同様の傾向である。
【０１６７】
　さらに、上記作製した各有機ＥＬ素子について、電流密度の変化に応じた発光強度の関
係を表す、発光強度―電流密度曲線を図１９に示した。図中、縦軸は発光強度［ｃｄ／Ａ
］、横軸は電流密度［ｍＡ／ｃｍ2］である。図１９に示すように、少なくとも測定した
電流密度の範囲では、ＢＰＤ－Ａが最も発光強度が高いことが確認された。
【０１６８】
　以上の結果により、正孔注入層１０７の正孔注入効率の成膜条件依存性が、有機ＥＬ素
子においても、ホールオンリー素子２０１Ｂの場合と同様に作用していることが確認され
た。すなわち、当該実験の有機ＥＬ素子において、正孔注入層２０３を構成する酸化タン
グステンを、ＤＣマグネトロンスパッタ装置を用い、ターゲットは金属タングステンとし
、基板温度は制御せず、チャンバー内ガスはアルゴンガスと酸素ガスで構成し、全圧が２
．７［Ｐａ］超７．０［Ｐａ］以下であり、かつ酸素ガス分圧の全圧に対する比が５０［
％］以上７０［％］以下であって、さらに投入電力密度が１［Ｗ／ｃｍ2］以上２．８［
Ｗ／ｃｍ2］以下となる成膜条件下で、反応性スパッタリング法で成膜すると、正孔注入
層２０３から正孔輸送層２０４への正孔注入効率が良く、それにより優れた低電圧駆動と
高い発光効率が実現されることが確認された。
【０１６９】
　なお、上記においては、投入電力の条件は、表２を基に改めて投入電力密度で表した。
本実験で用いたＤＣマグネトロンスパッタリング装置とは異なるＤＣマグネトロンスパッ
タリング装置を用いる場合は、ターゲットのサイズに合わせて、投入電力密度が上記条件
になるように投入電力を調節することにより、本実験と同様に、優れた正孔注入効率の酸
化タングステンからなる正孔注入層２０３を得ることが出来る。なお、全圧、酸素ガス分
圧比については、装置やターゲットのサイズに依存しない。
【０１７０】
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　また、ホール注入層２０３の反応性スパッタリング法による成膜時は、室温環境下に配
置されるスパッタリング装置において、基板温度を意図的には設定していない。従って、
少なくとも成膜前は基板温度が室温である。ただし、成膜中に基板温度は数１０［℃］程
度上昇する可能性がある。
【０１７１】
　なお、成膜条件Ａで正孔注入層２０３を作製した有機ＥＬ素子が、本実施の形態の表示
パネル１０の有機ＥＬ素子であり、前記したフェルミ面近傍の占有準位を持つ。これにつ
いては、以降で考察する。
【０１７２】
　（ｉｉ）ホール注入層の電子状態
　本実施の形態の表示パネル１０の有機ＥＬ素子における正孔注入層１０７を構成する酸
化タングステンには、前記フェルミ面近傍の占有準位が存在している。このフェルミ面近
傍の占有準位は、先の実験で示した成膜条件の調整により形成されるものである。詳細を
以下に述べる。
【０１７３】
　前述の成膜条件Ａ、Ｂ、Ｃで成膜した酸化タングステンにおける、前記フェルミ面近傍
の占有準位の存在を確認する実験を行った。
【０１７４】
　各成膜条件で、光電子分光測定用のサンプルを作製した。当該サンプルの構成としては
、図２０に示すサンプル２０１Ａのように、導電性シリコン基板２０７の上に、厚さ１０
［ｎｍ］の酸化タングステン層２０８（正孔注入層１０７に該当する。）を、前記の反応
性スパッタリング法により成膜した。以降、成膜条件Ａのサンプル２０１Ａを“サンプル
Ａ”、成膜条件Ｂのサンプル２０１Ａを“サンプルＢ”、成膜条件Ｃのサンプル２０１Ａ
を“サンプルＣ”と記述する。
【０１７５】
　サンプルＡ、Ｂ、Ｃは、いずれもスパッタリング装置内において酸化タングステン層２
０８を成膜した後、当該スパッタリング装置に連結され窒素ガスが充填されたグローブボ
ックス内に移送し、大気曝露しない状態を保った。そして、当該グローブボックス内でト
ランスファーベッセルに封入し、光電子分光装置に装着した。これにより、酸化タングス
テン層２０８を成膜後に大気曝露することなく、紫外光電子分光（ＵＰＳ）測定を実施し
た。
【０１７６】
　ここで、一般にＵＰＳスペクトルは、測定対象物の表面から深さ数［ｎｍ］までにおけ
る、価電子帯などの占有準位の状態を反映したものになる。そこで本実験では、ＵＰＳを
用いて酸化タングステン層２０８の表層における占有準位の状態を観察するものとした。
【０１７７】
　ＵＰＳ測定条件は以下の通りである。なお、サンプルＡ、Ｂ、Ｃでは導電性シリコン基
板２０７を用いたため、測定中チャージアップは発生しなかった。測定点間隔は０．０５
［ｅＶ］とした。
【０１７８】
　光源　　：Ｈｅ　Ｉ線
　バイアス：なし
　出射角　：基板法線方向
　図２１に、サンプルＡの酸化タングステン層２０８のＵＰＳスペクトルを示す。横軸の
結合エネルギーの原点は導電性シリコン基板２０７のフェルミ面とし、左方向を正の向き
とした。
【０１７９】
　以下、図２１を用いて、酸化タングステン層２０８の各占有準位について説明する。
【０１８０】
　一般に酸化タングステンが示すＵＰＳスペクトルにおいて、最も大きく急峻な立ち上が
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りは一意に定まる。この立ち上がりの変曲点を通る接線を線（ｉ）、その横軸との交点を
点（ｉｉｉ）とする。これにより、酸化タングステンのＵＰＳスペクトルは、点（ｉｉｉ
）から高結合エネルギー側に位置する領域（ｘ）と、低結合エネルギー側（すなわちフェ
ルミ面側）に位置する領域（ｙ）に分けられる。
【０１８１】
　ここで、以下の表４に示した酸化タングステン層２０８の組成比によれば、サンプルＡ
、Ｂ、Ｃとも、タングステン原子と酸素原子の数の比率が略１：３である。なお、この組
成比は、Ｘ線光電子分光（ＸＰＳ）により求めた。具体的には、当該光電子分光装置を用
い、前記ＵＰＳ測定と同様に、酸化タングステン層２０８を大気曝露することなくＸＰＳ
測定し、酸化タングステン層２０８の表面から深さ数［ｎｍ］までにおけるタングステン
と酸素の組成比を見積もった。なお、表４には、酸化タングステン層２０８の成膜条件も
併記してある。
【０１８２】
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【表４】

【０１８３】
　この組成比から、サンプルＡ、Ｂ、Ｃのいずれにおいても、酸化タングステン層２０８
は少なくとも表面から深さ数［ｎｍ］以内の範囲において、三酸化タングステンを基本と
する原子配置、つまり酸素原子がタングステン原子に対し８面体配位で結合した、歪んだ
ルチル構造（８面体が互いに頂点の酸素原子を共有する構造）を基本構造に持つと考えら
れる。したがって、図２１における領域（ｘ）は、三酸化タングステン結晶、あるいはそ
の結晶の秩序が乱れた（ただし結合は切れておらず、上記基本構造が保たれている）非晶
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質が持つ、上記基本構造に由来する占有準位であり、いわゆる価電子帯に対応する領域で
ある。なお、本願発明者は酸化タングステン層２０８のＸ線吸収微細構造（ＸＡＦＳ）測
定を行い、サンプルＡ、Ｂ、Ｃのいずれにおいても、上記基本構造が形成されていること
を確認した。
【０１８４】
　従って、図８における領域（ｘ）は、価電子帯と伝導帯の間のバンドギャップに対応す
るが、本ＵＰＳスペクトルが示すように、酸化タングステンにはこの領域にも、価電子帯
とは別の占有準位が存在することがあることが知られている。これは上記基本構造とは異
なる別の構造に由来する準位であり、所謂、バンドギャップ間準位（ｉｎ－ｇａｐ　ｓｔ
ａｔｅあるいはｇａｐ　ｓｔａｔｅ）である。
【０１８５】
　続いて図２２に、サンプルＡ、Ｂ、Ｃにおける各酸化タングステン層２０８の、領域（
ｘ）におけるＵＰＳスペクトルを示す。図２２に示すスペクトルの強度は、図２１におけ
る点（ｉｉｉ）よりも３［ｅＶ］～４［ｅＶ］ほど高結合エネルギー側に位置するピーク
（ｉｉ）のピークトップの値で規格化した。図２２にも図２１の点（ｉｉｉ）と同じ横軸
位置に点（ｉｉｉ）を示している。横軸は点（ｉｉｉ）を基準とした相対値（相対結合エ
ネルギー）として表し、左から右（フェルミ面側）に向かって結合エネルギーが低くなる
ように示している。
【０１８６】
　図２２に示されるように、サンプルＡの酸化タングステン層８では、点（ｉｉｉ）から
おおよそ３．６［ｅＶ］低い結合エネルギーの位置から、点（ｉｉｉ）からおおよそ１．
８［ｅＶ］低い結合エネルギーの位置までの領域に、ピークの存在が確認できる。このピ
ークの明瞭な立ち上がり位置を図中に点（ｉｖ）で示した。このようなピークは、サンプ
ルＢ、Ｃでは確認できない。
【０１８７】
　本発明はこのように、ＵＰＳスペクトルにおいて点（ｉｉｉ）から１．８［ｅＶ］～３
．６［ｅＶ］程度低い結合エネルギーの領域内に隆起（ピークとは限らない）した構造を
持つ酸化タングステンを、正孔注入層として用いることにより、有機ＥＬ素子において優
れた正孔注入効率が発揮できるようになっている。
【０１８８】
　ここで、当該隆起の程度が急峻であるほど、ホール注入効率が高くなることが分かって
いる。従って、図２２に示すように、点（ｉｉｉ）から２．０［ｅＶ］～３．２［ｅＶ］
程度低い結合エネルギーの領域は、比較的当該隆起構造を確認しやすく、且つ、その隆起
が比較的急峻である領域として、特に重要であると言える。
【０１８９】
　なお、以降、ＵＰＳスペクトルにおける当該隆起構造を、「フェルミ面近傍の隆起構造
」と称する。このフェルミ面近傍の隆起構造に対応する占有準位が、前記した「フェルミ
面近傍の占有準位」である。
【０１９０】
　次に、上記フェルミ面近傍の隆起構造をより明確にするために、図２２に示したサンプ
ルＡ、Ｂ、ＣのＵＰＳスペクトルにおける規格化強度の微分を計算した。
【０１９１】
　具体的には、グラフ解析ソフトウェアＩＧＯＲ　Ｐｒｏ　６．０を用い、図２２に示す
ＵＰＳスペクトルについて２項スムージング（スムージングファクターは１とした）を１
１回行い、その後に中心差分法による微分処理を行った。これはＵＰＳ測定時のバックグ
ラウンドノイズなどのばらつき要因を平滑化し、微分曲線をスムーズにし、下記の議論を
明快にするためである。
【０１９２】
　この処理により得られた微分曲線を図２３に示した。図２３中の点（ｉｉｉ）、（ｉｖ
）は図９と同一の横軸位置である。
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【０１９３】
　図２３に示す微分曲線によれば、サンプルＢ、Ｃの酸化タングステン層２０８では、光
電子分光装置で測定可能な結合エネルギーから点（ｉｖ）に至るまでの領域（ｖ）におい
ては、微分値は０付近を略前後するのみであり、さらに点（ｉｖ）から高結合エネルギー
側におおよそ１．２［ｅＶ］までの領域（ｖｉ）では、微分値は高結合エネルギー側に向
かって、ほぼその増加率を増しながら漸増していくのみである。そして、この領域（ｖ）
、（ｖｉ）におけるサンプルＢ、Ｃの各微分曲線の形状は、当該各微分曲線の元である図
２２に示したサンプルＢ、ＣのＵＰＳスペクトルとほぼ相似である。したがって、サンプ
ルＢ、Ｃの領域（ｖ）、（ｖｉ）におけるＵＰＳスペクトルとその微分曲線の形状は、指
数関数的な形状であると言える。
【０１９４】
　一方、サンプルＡの酸化タングステン層２０８では、点（ｉｖ）付近から点（ｉｉｉ）
に向かって急な立ち上がりを見せており、領域（ｖ）、（ｖｉ）における微分曲線の形状
は指数関数的な曲線の形状とは明らかに異なっている。このようなサンプルＡについては
、図２２の微分前のスペクトルにおいても、点（ｉｖ）付近から隆起し始め、また指数関
数的なスペクトル形状とは異なる、フェルミ面近傍の隆起構造を持つことが確認できる。
【０１９５】
　このようなサンプルＡの特性は、言い換えると、価電子帯で最も低い結合エネルギーよ
りおおよそ１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い範囲内にフェルミ面近傍の占有準位が存
在し、特に、価電子帯で最も低い結合エネルギーより略２．０［ｅＶ］～３．２［ｅＶ］
低い範囲内にて、対応するフェルミ面近傍の隆起構造が、ＵＰＳスペクトルで明瞭に確認
できるものである。
【０１９６】
　次に、成膜後大気曝露せずに図２２のＵＰＳスペクトルを測定したサンプルＡ、Ｂ、Ｃ
の酸化タングステン層２０８に対し、常温にて大気曝露を１［ｈｒ．］行った。そして、
再びＵＰＳ測定を行い、これによるスペクトルの変化を確認した。その前記領域（ｘ）に
おけるＵＰＳスペクトルを図２４に示す。横軸の取り方は図２２と同様であり、図中の点
（ｉｉｉ）、（ｉｖ）は図２２と同一の横軸位置である。
【０１９７】
　図２４に示したＵＰＳスペクトルによれば、サンプルＢ、Ｃの酸化タングステン層２０
８では、大気曝露前と同様にフェルミ面近傍の隆起構造は存在しない。これに対し、サン
プルＡの酸化タングステン層２０８では、大気曝露後には強度やスペクトル形状に変化は
みられるものの、依然としてフェルミ面近傍の隆起構造が存在することが確認できる。こ
れにより、サンプルＡについては、一定時間大気曝露を行っても、大気曝露前の特性が維
持でき、周辺雰囲気に対して一定の安定性を有することがわかる。
【０１９８】
　以上では、サンプルＡ、Ｂ、Ｃについて測定したＵＰＳスペクトルに対して議論を行っ
たが、上記フェルミ面近傍の隆起構造は、ＸＰＳや硬Ｘ線光電子分光測定でも同様に確認
することができる。
【０１９９】
　図２５は、サンプルＡの酸化タングステン層２０８の、前記大気曝露後のＸＰＳスペク
トルである。なお、比較のため、サンプルＡの酸化タングステン層２０８のＵＰＳスペク
トル（図２１と同一のもの）を重ね書きした。
【０２００】
　ＸＰＳ測定条件は、光源がＡｌ　Ｋα線であること以外は、前述のＵＰＳ測定条件と同
様である。図２５において、図中の点（ｉｉｉ）は図２１と同一の横軸位置であり、横軸
は図２２と同様に、点（ｉｉｉ）を基準とした相対結合エネルギーで示している。また、
ＸＰＳスペクトルにおける図２１の（ｉ）に該当する線を、図２５中で（ｉ）’で示した
。
【０２０１】
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　図２５に示すように、サンプルＡの酸化タングステン層２０８におけるフェルミ面近傍
の隆起構造は、ＸＰＳスペクトルにおいても、ＵＰＳスペクトルの場合と同様に、価電子
帯で最も低い結合エネルギーよりも略１．８［ｅＶ］～３．６［ｅＶ］低い範囲内にて、
相当の大きさの隆起構造として、存在を明確に確認することができる。なお、別の実験に
より、硬Ｘ線光電子分光でも同様にフェルミ面近傍の隆起構造が確認できた。
【０２０２】
　上記測定においては、光電子分光測定用のサンプルとして、図１５に示す有機ＥＬ素子
の構造とは別に、導電性シリコン基板２０７の上に酸化タングステン層２０８を形成して
なるサンプル２０１Ａ（図２０を参照。）を用いた。これは単に、測定中のチャージアッ
プを防ぐための措置であり、本発明の表示パネルにおける有機ＥＬ素子の構造を当該構成
に限定するものではない。
【０２０３】
　本願発明者が行った別の実験によれば、図８に示す表示パネル１０の有機ＥＬ素子の構
成（基板１０１の片面に反射陽極１０２と透明導電膜１０６、および酸化タングステンか
らなる正孔注入層１０７を、順次形成した構成）を有するサンプルを用い、ＵＰＳ、ＸＰ
Ｓ測定を行った場合は、測定中にチャージアップが発生した。
【０２０４】
　しかしながら、チャージアップをキャンセルする中和銃を併用すれば、正孔注入層１０
７の各占有準位の示す結合エネルギーの絶対値（例えば、光電子分光装置自体のフェルミ
面を原点とするときの結合エネルギーの値）は、サンプル２０１Ａの酸化タングステン層
２０８のものとは異なることがあるものの、少なくともバンドギャップから価電子帯で最
も低い結合エネルギーに至る範囲においては、サンプル２０１Ａと同様の形状のスペクト
ルが得られている。
【０２０５】
　（ｉｉｉ）ホール注入効率に関する考察
　酸化タングステンからなる正孔注入層において、ＵＰＳスペクトル等でフェルミ面近傍
の隆起構造として確認できるフェルミ面近傍の占有準位が、正孔注入効率に作用する原理
は、以下のように考えることができる。
【０２０６】
　酸化タングステンの薄膜や結晶に見られる、前記フェルミ面近傍の占有準位は、酸素欠
陥やその類似の構造に由来することが、実験および第一原理計算の結果から多数報告され
ている。
【０２０７】
　具体的には、酸素原子の欠乏により形成される隣接したタングステン原子の５ｄ軌道同
士の結合軌道や、酸素原子に終端されることなく膜表面や膜内に存在するタングステン原
子単体の５ｄ軌道に由来するものと推測されている。これらの５ｄ軌道は、半占あるいは
非占状態であれば、有機分子と接触したとき、相互のエネルギー安定化のために、有機分
子の最高被占軌道から電子を引き抜くことが可能であると推測される。
【０２０８】
　実際、酸化タングステンと、触媒作用やエレクトロクロミズム、フォトクロミズムなど
、多くの共通した物性を持つ酸化モリブデンにおいては、その薄膜上に有機低分子のα－
ＮＰＤからなる層を積層すると、α－ＮＰＤ分子から酸化モリブデン薄膜に電子が移動す
るとの報告がある（渡邊　寛己　他、有機ＥＬ討論会第７回例会予稿集、１７（２００８
）を　参照）。
【０２０９】
　なお、本願発明者は、酸化タングステンにおいては、隣接したタングステン原子の５ｄ
軌道同士の結合軌道よりも結合エネルギーが低い、タングステン原子単体の半占５ｄ軌道
あるいはそれに類似した構造が、フェルミ面近傍の占有準位に該当するものと考える。
【０２１０】
　図２６は、本発明のフェルミ面近傍の占有準位を持つ酸化タングステン層と、α－ＮＰ
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Ｄ層との界面における、エネルギーダイアグラムである。
【０２１１】
　図２６中では、まず、当該酸化タングステン層（正孔注入層に該当する。）における、
価電子帯で最も低い結合エネルギー（図中「価電子帯上端」と表記した。）と、フェルミ
面近傍の占有準位の立ち上がり位置の結合エネルギー（図中「ｉｎ－ｇａｐ　ｓｔａｔｅ
上端」と表記した。）を示している。ＵＰＳスペクトルにおいては、価電子帯上端は図２
１の点（ｉｉｉ）に該当し、ｉｎ－ｇａｐ　ｓｔａｔｅ上端は図２２の点（ｉｖ）に該当
する。
【０２１２】
　そして、さらに当該酸化タングステン層の上に、α－ＮＰＤ（機能層に該当する）を積
層したときの、α－ＮＰＤ層の厚さと、α－ＮＰＤの最高被占軌道の結合エネルギー、ま
た真空準位との関係も示している。ここで、α－ＮＰＤの最高被占軌道の結合エネルギー
とは、ＵＰＳスペクトルにおける、当該最高被占軌道によるピークの立ち上がり位置の結
合エネルギーである。
【０２１３】
　具体的には、ＩＴＯ基板（表面上にＩＴＯ膜が成膜された基板）上に成膜した当該酸化
タングステン層を、光電子分光装置と当該装置に連結された超高真空蒸着装置との間で基
板を往復させながら、ＵＰＳ測定とα－ＮＰＤの超高真空蒸着とを繰り返すことで、図２
６のエネルギーダイアグラムを得た。ＵＰＳ測定中にチャージアップは確認されなかった
ので、図２６では、縦軸の結合エネルギーをＩＴＯ基板のフェルミ面を原点とした絶対値
表記にしている。
【０２１４】
　図２６から、α－ＮＰＤ層の厚さが少なくとも０～０．３［ｎｍ］の範囲、つまり当該
酸化タングステン層とα－ＮＰＤ層との界面付近においては、当該酸化タングステン層の
ｉｎ－ｇａｐ　ｓｔａｔｅ上端と、α－ＮＰＤの最高被占軌道の結合エネルギーは略等し
く、いわば互いの準位が接続した状態になっていることがわかる（以降、これを「界面準
位接続」と称す）。なお、ここで言う「等しい」とは、実際上多少の差を含んでおり、具
体的には±０．３［ｅＶ］以内の範囲を指す。
【０２１５】
　さらに、図２６は、前記界面準位接続が、偶然によるものではなく、酸化タングステン
とα－ＮＰＤとの相互作用により実現しているものであることを示している。
【０２１６】
　例えば、界面における真空準位の変化（真空準位シフト）は、その変化の向きから、界
面に電気二重層が、酸化タングステン層側を負、α－ＮＰＤ層側を正として形成されてい
ることを示す。また、その真空準位シフトの大きさが２［ｅＶ］近くと非常に大きいため
、電気二重層は化学結合に類する作用により形成されたと考えるのが妥当である。すなわ
ち、前記界面準位接続は、酸化タングステンとα－ＮＰＤとの相互作用により実現してい
ると考えるべきである。
【０２１７】
　本願発明者は、具体的な相互作用として、以下のメカニズムを推察している。
【０２１８】
　先ず、フェルミ面近傍の占有準位は、上述のとおり、タングステン原子の５ｄ軌道に由
来するものである。これを、以下「隆起構造のＷ５ｄ軌道」と称する。
【０２１９】
　当該酸化タングステン層の表面において、隆起構造のＷ５ｄ軌道に、α－ＮＰＤ分子の
最高被占軌道が近づくと、相互のエネルギー安定化のために、α－ＮＰＤ分子の最高被占
軌道から、隆起構造のＷ５ｄ軌道に電子が移動する。これにより、界面に電気二重層が形
成され、真空準位シフト、界面準位接続が起こる。
【０２２０】
　さらに具体的には、α－ＮＰＤ分子の最高被占軌道は、その確率密度がアミン構造の窒
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素原子に偏って分布しており、当該窒素原子の非共有電子対を主成分として構成されてい
ることが、第一原理計算による結果として多数報告されている。このことから、当該酸化
タングステン層と、アミン系有機分子の層との界面においては、アミン構造の窒素原子の
非共有電子対から、隆起構造のＷ５ｄ軌道に電子が移動すると推察される。
【０２２１】
　上記の推察を支持するものとしては、前述のように酸化タングステンと共通の物性を持
つ酸化モリブデンの蒸着膜と、アミン系有機分子であるＮＰＢ、α－ＮＰＤ、Ｆ８ＢＴと
の各界面において、図２６で示した酸化タングステン層とα－ＮＰＤ層の界面準位接続と
同様の界面準位接続の報告がある（“Ｈｙｕｎｂｏｋ　Ｌｅｅ　ｅｔ　ａｌ．、Ａｐｐｌ
ｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ　９３、０４３３０８（２００８）”、“小泉
　健二　他、第５６回応用物理学関係連合後援会予稿集、３９ｐ－ＺＡ－１１（２００９
）”、“中山　泰生　他、有機ＥＬ討論会第７回例会予稿集、５（２００８）”などの文
献を参照）。
【０２２２】
　本発明の有機ＥＬ素子のホール注入層が持つ、優れたホール注入効率は、以上の界面準
位接続により説明することができる。即ち、フェルミ面近傍の占有準位を持つ酸化タング
ステンからなる正孔注入層と、隣接した機能層との間で、界面準位接続が起こり、フェル
ミ面近傍の占有準位の立ち上がり位置の結合エネルギーと、機能層の最高被占軌道の結合
エネルギーが略等しくなる。正孔注入は、この接続された準位間で起こる。したがって、
機能層の最高被占軌道に正孔注入するときの正孔注入障壁は、略無いに等しい。
【０２２３】
　しかしながら、フェルミ面近傍の占有準位を形成する要因である酸素欠陥やその類似の
構造がまったく無い酸化タングステンというものが、現実に存在するとは考えにくい。例
えば、前述のサンプルＢ、Ｃ等、光電子分光スペクトルにおけるフェルミ面近傍の隆起構
造がない酸化タングステンにおいても、酸素欠陥やその類似の構造が、極めて僅かにでも
存在はしていると考えるのが妥当である。
【０２２４】
　これに対し、先の実験が示すように、サンプルＡの酸化タングステン層２０８に該当す
る正孔注入層２０３を持つホールオンリー素子ＨＯＤ－Ａおよび有機ＥＬ素子ＢＰＤ－Ａ
が優れた正孔注入効率を示す理由を、図２７を用いて説明する。
【０２２５】
　酸化タングステン層に機能層を積層するとき、機能層を構成する有機分子の最高被占軌
道と、酸化タングステン層のフェルミ面近傍の占有準位とが相互作用するには、界面にお
いて、有機分子において最高被占軌道の確率密度が高い部位（例えば、アミン系有機分子
におけるアミン構造の窒素原子。図中「注入サイト（ｘ）」で示す）と、酸化タングステ
ン層の酸素欠陥やその類似の構造（図中「注入サイト（ｘ）」で示す）が、相互作用する
距離まで接近（接触）する必要がある。
【０２２６】
　しかし、図２７（ｂ）に示すように、前述のサンプルＢ、Ｃ等、フェルミ面近傍の隆起
構造が存在しない酸化タングステン層には、注入サイト（ｘ）が存在するとしても、その
数密度は、ＵＰＳスペクトルにおいてフェルミ面近傍の隆起構造を発現するまでに至らな
いほど小さい。従って、注入サイト（ｙ）が注入サイト（ｘ）と接触する可能性が非常に
低い。注入サイト（ｘ）と注入サイト（ｙ）が接触するところにおいて正孔が注入される
のであるから、サンプルＢ、Ｃはその効率が極めて悪いことがわかる。
【０２２７】
　これに対し、図２７（ａ）に示すように、前述のサンプルＡ等、フェルミ面近傍の隆起
構造を持つ酸化タングステン層には、注入サイト（ｘ）が豊富に存在する。従って、注入
サイト（ｘ）が注入サイト（ｙ）と接触する可能性が高く、正孔注入効率が高いことがわ
かる。
【０２２８】
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　以上を纏めると、本発明の表示パネルにおける有機ＥＬ素子が優れた正孔注入効率を持
つことは、次のように説明できる。
【０２２９】
　まず、酸化タングステンからなる正孔注入層が、その光電子分光スペクトルにおいてフ
ェルミ面近傍の隆起構造を持つ。これは、酸素欠陥やその類似の構造が、その表面に少な
からず存在することを意味する。
【０２３０】
　そして、フェルミ面近傍の占有準位自体は、隣接する機能層を構成する有機分子から電
子を奪うことで、有機分子の最高被占軌道と界面準位接続する作用を持つ。
【０２３１】
　従って、ホール注入層の表面に、少なからず酸素欠陥やその類似の構造がすれば、フェ
ルミ面近傍の占有準位と、有機分子の最高被占軌道の確率密度が高い部位とが接触する確
率が高く、界面準位接続作用が効率的に起こり、優れた正孔注入効率が発現することにな
る。
【０２３２】
　なお、上記においては、正孔注入層と正孔輸送層との間に介挿されるバンク樹脂層につ
いては、記載を省略した。
【０２３３】
　［実施の形態２］
　実施の形態２に係る表示パネルの構成について、図２８を用い説明する。なお、図２８
では、本実施の形態に係る表示パネルの特徴部分だけを模式的に表し、その他の構成部分
については、上記実施の形態１と同様である。
【０２３４】
　上記実施の形態１では、所謂、トップエミッションタイプのデバイスを一例として採用
したが、図２８に示すように、本実施の形態では、所謂、ボトムエミッションタイプのデ
バイスを一例として採用する。
【０２３５】
　図２８に示すように、本実施の形態に係る表示パネルでは、その素子構造体が、下から
順に、透明陽極３０５、正孔注入層３０７、バンク樹脂層３０９、正孔輸送層３１０、発
光層３１１、電子輸送層３１２、および反射陽極３１３の順に積層形成されてなる。陽明
陽極３０５は、例えば、ＩＴＯやＩＺＯといった透明導電膜から構成され、正孔注入層３
０７は、上記実施の形態１の正孔注入層１０７と同様に、酸化タングステン（ＷＯX）か
ら形成されている。
【０２３６】
　また、バンク樹脂層３０９は、バンク残渣層を利用して形成され、膜厚が４［ｎｍ］以
下となっている。正孔輸送層３１０、発光層３１１、および電子輸送層３１２の各構成材
料については、上記実施の形態１と同様である。反射陰極３１３は、例えば、アルミニウ
ム（Ａｌ）やその合金から形成されている。
【０２３７】
　本実施の形態に係る表示パネルにおいても、正孔注入層３０７と発光層３１１との間に
バンク樹脂層３０９が介挿されており、また、製造の最終段階で上記同様の条件でエージ
ング処理を実行するので、上記同様の効果を得ることができる。
【０２３８】
　なお、製造方法についても、各層の構成材料の相違に基づき適宜変更する点を除き、上
記実施の形態１と同様である。
【０２３９】
　［実施の形態３］
　実施の形態３に係る表示パネルでは、図２９に示すように、バンク４０８が、所謂、ラ
インバンク構造が採用されている。具体的には、図２９に示すように、各バンク４０８は
、Ｘ軸方向に延伸されており、各バンク４０８により、Ｙ軸方向に隣接するサブピクセル
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の発光層４１１同士が区画されている。
【０２４０】
　バンク４０８以外の構成については、上記実施の形態１あるいは上記実施の形態２と同
様であり、バンク残渣層を利用したバンク樹脂層が、正孔注入層と発光層との間に介挿さ
れている。また、製造過程において、エージング処理を上記同様の条件にて実行する点も
同様であるので、上記同様の効果を得ることができる。
【０２４１】
　［実施の形態４］
　実施の形態４に係る照明装置５の構成について、図３０を用い説明する。
【０２４２】
　図３０に示すように、照明装置５は、透明基板５１と封止カバー５６との間の空間に、
透明電極５２ａ，５２ｂ，５２ｃおよび反射電極５５と、透明電極５２ａ，５２ｂ，５２
ｃと反射電極５５とで挟まれた有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３ｃとが収納されてい
る。透明電極５２ａ，５２ｂ，５２ｃは、互いに電気的に接続されており、透明電極５２
ａの一部５２ｄが、封止カバー５６から外部に延出されている。
【０２４３】
　反射電極５５は、透明電極５２ａの延出された側とは逆の側において、封止カバー５６
から一部５５ａが延出されている。
【０２４４】
　有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３ｃの各々は、上記実施の形態１～３の各表示パネ
ル１０，・・における電極間に介挿された素子構造体（有機ＥＬ積層体）と同じ構成を有
する。なお、有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３ｃの各間は、フレキシブル性を有する
絶縁体５４ａ，５４ｂにより連結されており、また、有機ＥＬ積層体５３ｃのＸ軸方向右
端には、絶縁体５４ｃが設けられている。
【０２４５】
　ここで、図３０では詳細な図示を省略しているが、本実施の形態に係る照明装置５でも
、有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３ｃにおける正孔注入層と発光層との間にバンク樹
脂層が介挿されている。なお、照明装置５における有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３
ｃにおいても、各層の膜厚の均一化などを目的としてバンクを備えることもあり、本実施
の形態では、そのバンク形成時におけるバンク残渣層を利用して上記同様に、バンク樹脂
層を形成するものである。
【０２４６】
　本実施の形態に係る照明装置５では、有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５３ｃから出射
された光が、その一部は直接Ｚ軸方向下向きに、透明基板５１を透過して出射され、残り
はＺ軸方向上向きに照射され、反射電極５５で反射されてＺ軸方向下向きに出射される。
そして、本実施の形態に係る照明装置５においても、有機ＥＬ積層体５３ａ，５３ｂ，５
３ｃにおける正孔注入層と発光層との間にバンク樹脂層を介挿し、製造の最終段階で、上
記同様のエージング処理を施すこととしているので、上記同様の長寿命という効果を得る
ことができる。
【０２４７】
　［その他の事項］
　上記実施の形態１～４では、反射陽極５５，１０５および反射陰極３１３を、アルミニ
ウム（Ａｌ）またはアルミニウム合金（Ａｌ合金）を用い形成することとしたが、これ以
外にも光反射性を有する金属電極を採用することができる。例えば、銀（Ａｇ）や銀合金
（Ａｇ合金）などを用い、これら反射電極を形成することもできる。
【０２４８】
　また、上記実施の形態１～４では、表示装置および照明装置を一例として採用したが、
これ以外の発光装置に対しても適用することができ、その場合にも上記同様の効果を得る
ことができる。例えば、信号などに本発明の構成を採用することができる。
【０２４９】
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　また、上記実施の形態１などでは、バンク樹脂層１０９が、正孔注入層１０７の表面全
体を覆って層状に形成され、機能層の一部である正孔輸送層１１０が、バンク樹脂層１０
９に接触して形成されている、という構成を採用することとしたが、当該部分の構成はこ
れに限定されない。具体的には、“バンク樹脂膜“が正孔注入層の表面に部分的に島状に
形成される形態、即ち、完全な層状として形成されていない形態では、正孔注入層は、バ
ンク樹脂膜に一部で接触するとともに、バンク樹脂膜が存在しない領域において、正孔輸
送層の表面に接触して形成されることになる。
【産業上の利用可能性】
【０２５０】
　本発明は、駆動時間の長短にかかわらず、高い発光特性を有する有機発光素子、有機発
光装置、有機表示パネル、および有機表示装置を実現するのに有用である。
【符号の説明】
【０２５１】
　　　１．表示装置
　　　５．照明装置
　　１０．表示パネル
　　２０．駆動制御部
　　２１～２４．駆動回路
　　２５．制御回路
　　５１．透明基板
　　５２ａ～５２ｃ．透明陰極
　　５３ａ～５３ｃ．有機ＥＬ積層体
　　５４ａ～５４ｃ．絶縁体
　　５５．反射陽極
　　５６．封止カバー
　１０１．基板
　１０２．ＴＦＴドレイン
　１０３．パッシベーション膜
　１０４．層間絶縁膜
　１０５．反射陽極
　１０６．透明導電膜
　１０７，３０７．正孔注入層
　１０８，４０８．バンク
　１０９，３０９．バンク樹脂層
　１１０，３１０．正孔輸送層
　１１１，３１１，４１１．発光層
　１１２，３１２．電子輸送層
　１１３．透明陰極
　１１４．封止層
　１１５．キャップ基板
　３０５．透明陽極
　３１３．反射陰極
１０７０．正孔注入準備層
１０８０，１０８１．バンク材料層
１０９０．バンク残渣層
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摘要(译)

在这种用于制造有机发光器件的方法中，首先，在基板101上方形成反射
阳极105和空穴注入层107。 接下来，在空穴注入层107上施加堤部材料
以形成堤部材料层1080，并且通过对其进行图案化来形成堤部准备层
1081，并使用残留在开口底部的堤部残渣层1090。 形成堤岸树脂层。 
接下来，形成空穴传输层以使其与堤岸树脂层接触，并且在空穴传输层
上依次层叠发光层，电子传输层和透明阴极。 然后，对如此形成的器件
结构进行电流处理，以降低来自空穴注入层107的空穴注入性能。
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